
 
 
 令和７年 
 
 
第２回（６月）河合町議会定例会議案 

 
 
 
 
 
      令和 ７年 ６月 ６日 
 
 
 
          河  合  町 





付     議     事     件 

 

 

議案第３４号 令和７年度河合町一般会計補正予算について 

 

議案第３５号 令和７年度河合町下水道事業会計補正予算について 

 

議案第３６号 河合町下水道条例の一部改正について 

 

議案第３７号 山辺・県北西部広域環境衛生組合規約の変更について 

 

議案第３８号 財産の取得について 

 

議案第３９号 和解について 

 

議案第４０号 第３期河合町子ども・子育て支援事業計画を定めることについて（別
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議 案 第 ３４ 号 

 

 

 

 

 

令 和 ７ 年 度 

 

河 合 町 一 般 会 計 補 正 予 算 

 

           （ 第 １ 号 ） 

                 

 

 

 

河   合   町 

 

 

 



令和７年度河合町一般会計補正予算（第１号） 

 

 令和７年度河合町の一般会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ ７４，５５０千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ ８，１３４，５５０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出 

予算の金額は「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（地方債の補正） 

第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。 

 

 

    令和 ７年 ６月 ６日 提出 

 

       河合町長  森  川  喜  之 
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議 案 第 ３５ 号 
 
 
 
 
 
 

令 和 ７ 年 度 
 

河合町下水道事業会計補正予算  
 

            （ 第 １ 号 ） 
 
 
 
 
 
 
 

河   合   町 
 

 

 

 



令和７年度河合町下水道事業会計補正予算（第１号） 

 

（総 則） 

第１条  令和７年度河合町下水道事業会計の補正予算（第１号）は、次の定めるところ 

    による。 

 

（収益的収入及び支出の補正） 

第２条  予算第３条中、収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

収     入 

（科 目）         （補正前の額）   （補正額）    （計） 

 第１款 下水道事業収益     736,692 千円     6,200 千円   742,892 千円 

  第２項 営業外収益      506,949 千円      6,200 千円   513,149 千円 

   第３目 他会計補助金     140,532 千円     6,200 千円   146,732 千円 

 

支     出 

（科 目）         （補正前の額）   （補正額）    （計） 

 第１款 下水道事業費用     736,692 千円     6,200 千円   742,892 千円 

  第１項 営業費用       687,456 千円     6,200 千円   693,656 千円 

   第５目 総係費        46,118 千円     6,200 千円    52,318 千円 

   

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費の補正） 

第３条  予算第８条中の職員給与費 18,469 千円を、24,669 千円に改める。 

 

令和 ７年 ６月 ６日 提出 

 

河合町長  森 川 喜 之 



　2.営業外収益

3.他会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　補助金

　1.営業費用

5.総係費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

令和７年度河合町下水道事業会計補正予算実施計画（第１号）

収益的収入及び支出

収　　　　　入
（単位：千円）

款　　項 目 補正前の額 補正額 計 備　　考

140,532 6,200 146,732
人事異動に伴う
人件費増額

506,949 6,200 513,149

1.下水道事業収益 736,692 6,200 742,892

支　　　　　出
（単位：千円）

款　　項 目 補正前の額 補正額 計 備　　考

46,118 6,200 52,318
人事異動に伴う
人件費増額

687,456 6,200 693,656

1.下水道事業費用 736,692 6,200 742,892





議案第３６号 
 
 
 

河合町下水道条例の一部改正について 
 
 
 

河合町下水道条例の一部を別紙のとおり改正したいので、地方自治法第９６条第

１項の規定により、議会の議決を求めます。 
  

 
 
 

令和 ７年 ６月 ６日 
 
 
 

河合町長  森 川 喜 之 
 





河合町下水道条例の一部を改正する条例 

 

 河合町下水道条例（昭和５９年７月河合町条例第１５号）の一部を次のように改正

する。 

 第２５条第３項第１号を次のように改める。 

(１) 水量使用料 

区分 １立方メートルあたり使用料金額 

一般排水 １ 公衆浴場（共同浴場を含む。） １２６円 

２ その他汚水（一般家庭） １５０円 

３ 事業所等 １立方メートルを超え３００立方メートルまで １５０円 

中間排水 事業所等 ３００立方メートルを超え７５０立方メートルまで １９８円 

特定排水 事業所等 ７５０立方メートルを超える分 ２４０円 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和８年１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の河合町下水道条例第２５条第３項第１号の規定は、令和

８年１月分以後に係る使用料から適用し、令和７年１２月分以前に係る使用料につ

いては、なお従前の例による。 





議案第３７号 
 
 
 

山辺・県北西部広域環境衛生組合規約の変更について 
 
 
 

地方自治法第２８６条第２項の規定により、関係地方公共団体の協議により、令

和７年８月１日から組合規約を別紙のとおり変更することについて、同法第２９０

条の規定により、議会の議決を求めます。 
 
 

令和 ７年 ６月 ６日 
 
 
 

河合町長  森 川 喜 之 
 
 
 





山辺・県北西部広域環境衛生組合規約の一部を変更する規約 

 

山辺・県北西部広域環境衛生組合規約（平成２８年２月２５日奈良県指令市町村第

１０４０号）の一部を次のように変更する。 

第４条中「川原城町６０５番地」を「櫟本町３２４６番地１」に改める。 

附 則 

この規約は、令和７年８月１日から施行する。 





議案第３８号 
 
 
 

財産の取得について 
 
 
 

小型動力ポンプ付軽四輪駆動消防車を下記のとおり取得することについて、議会

の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定により、

議会の議決を求めます。 
 

記 
 
  取得する財産   小型動力ポンプ付軽四輪駆動消防車 
  契約の方 法   指名競争入札 
  契 約 金 額   ７，２３８，０００円 
  契約の相手方   奈良県奈良市恋の窪２丁目１２番９号 
           小川ポンプ工業株式会社 奈良出張所 
           所長 来島啓一 
 
 
 

令和 ７年 ６月 ６日 
 
 
 

河合町長  森 川 喜 之 
 

 
 
 





議案第３９号 
 
 
 

和解について 
 
 
 

役場庁舎にて令和６年６月２７日に発生した漏水事故による損害について、下記

のとおり和解するため、地方自治法第９６条第１項の規定により、議会の議決を求

めます。 
 
 
 

記 
 
 
 
１ 相手方  奈良県五條市二見一丁目１番４号 

株式会社 田原建設 代表取締役 社長 弓場 雅之  
 
２ 和解の内容   
（１） 株式会社田原建設（以下「甲」という。）は河合町（以下「乙」とい

う。）に対し、本件事故に関する一切の損害賠償金を示談成立後１ヵ月以内に乙

に支払う。 
（２） 平成２９年１２月２２日付で工事請負契約を締結した「河合町庁舎耐震補

強工事」に起因するその他の不具合等が生じた場合は別に協議する。 
（３） 甲、乙間には、本件示談の他、一切の債権債務関係がないことを相互に確

認する。 
 
 
 

令和 ７年 ６月 ６日 
 
 
 

河合町長  森 川 喜 之 
 





議案第４０号 
 
 
 

第３期河合町子ども・子育て支援事業計画を定めることについて 
 
 
 

第３期河合町子ども・子育て支援事業計画を別紙のとおり定めることについて、

河合町議会基本条例第２１条の規定により、議会の議決を求めます。 
 
 
 

令和 ７年 ６月 ６日 
 
 
 

河合町長  森 川 喜 之 





 

 

 

 

 

第３期 河合町子ども・子育て支援事業計画 

（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令 和 7 年 

河 合 町 
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第１章 計画の概要 

１．計画策定の背景と趣旨 

令和５年４月１日にこども基本法が施行され、同年 12 月には、こども政策を総合的に推進する

ため、「こども大綱」が閣議決定されました。 

こども大綱では、実現すべき社会として、「こどもまんなか社会」が掲げられています。「こども

まんなか社会」とは、全てのこども・若者が、日本国憲法、こども基本法及び子どもの権利条約の

精神にのっとり、生涯にわたる人格形成の基礎を築き、自立した個人として健やかに成長すること

ができ、心身の状況、置かれている環境等にかかわらず、ひとしくその権利の擁護が図られ、身体

的・精神的・社会的に将来にわたって幸せな状態（ウェルビーイング）で生活を送ることができる

社会とされています。 

また、奈良県では、令和６年 10 月に、 奈良県のこども政策を総合的に推進するために、「すべ

てのこども・若者が、将来に夢と希望を抱きながら、個性や多様性が尊重され、ひとしく健やかに

成長し、幸福な生活を送ることができる、あたたかい奈良県を目指す」を基本理念とした「奈良県

こどもまんなか未来戦略」が策定されました。 

 

河合町においては次世代育成推進対策法に基づく「河合町次世代育成行動計画（後期計画）」に

掲げる理念、基本的な視点及び施策目標を引き継ぐとともに、子ども・子育て支援に関する施策を

総合的かつ計画的に推進するため、「第２期河合町子ども・子育て支援事業計画」を策定し、河合

町の実情に応じた子育て支援施策を推進してきました。 

 

放課後児童健全育成事業では、午後７時までの延長保育に取り組みました。また、産後ケア事業

については、令和２年度から事業を開始し、令和４年度には産後どなたでも利用できるようになり、

出産された方の心身のケアや育児サポートを実施しました。 

 

令和７年度からは計画の第３期に移ることになります。第２期計画における取り組みを分析・評

価するとともに、各種ニーズ調査により把握した利用希望などを踏まえて審議を行い、「第３期河

合町子ども・子育て支援事業計画」を策定します。 
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２．計画の位置づけ 

本計画は、すべての子どもとその家庭、地域、事業者、行政などを対象としており、一人ひとり

の子どもが健やかに成長することができる社会の実現に寄与することを目的に策定します。あわせ

て、「子ども・子育て関連３法」に基づき、国の「子ども・子育て支援法に基づく基本指針」（以下

「基本指針」という。）を踏まえ策定するものです。 

さらに、基本指針に基づき、奈良県が策定する「奈良こどもまんなか未来戦略」の取り組みや「河

合町総合計画」など、関連する他の計画との整合を図り、子ども・子育てに関する各種施策及び事

業を総合的に実施します。 

なお、本計画は、「次世代育成支援対策法」に基づく市町村行政計画に位置づけます。 

また、全国では子どもの貧困が社会問題となっていることを考慮し、河合町における「子どもの

貧困対策の推進に関する法律」に基づく市町村計画としても策定します。 

 

■図表：関係法令や町内他計画等と第３期河合町子ども・子育て支援事業計画との関連図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．計画の期間 

本計画の計画期間については、令和７年度から令和 11 年度までの５年間とします。 

なお、基本指針に基づき、計画期間中に定期的に本計画の達成状況の点検及び評価を実施し、結

果によっては、必要であれば計画を見直します。 

 

■図表：計画の期間 

令和２ 

年度 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

令和６ 

年度 

令和７ 

年度 

令和８ 

年度 

令和９ 

年度 

令和 10 

年度 

令和 11 

年度 

 

 

 

 

         

 

第３期子ども・子育て支援事業計画 第２期子ども・子育て支援事業計画 

 

第３期 

河合町 

子ども・子育て 

支援事業計画 

 

町内関連計画 

●河合町障がい者基本計画 

●河合町障がい福祉計画 

●河合町障がい児福祉計画 

●河合町教育大綱 

「河合町総合計画」 

町内関連施策 

●地域福祉 

●教育 

●男女共同参画 

●健康 

●保健・医療 

●食育 

●住宅 

●交通  など 

国の関連計画 

●子ども・子育て関連 

３法 

●次世代育成支援対策 

推進法 

●子どもの貧困対策の 

推進に関する法律 

県の関連計画 

●奈良県こども 

まんなか未来戦略 

ン
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第２章 河合町の子どもと子育て家庭の状況 

１．人口の動向 

（１）人口の推移 

河合町の総人口は、微減傾向となっています。直近 10 年間も緩やかに減少しており、令和６年

３月現在 16,614 人となっています。 

また、年齢３区分別人口の推移をみると、年少人口比率については減少傾向にあり、令和６年３

月現在 9.0％となっています。一方、高齢者人口比率については増加傾向となっており、少子・高

齢化が依然として進行しています。 

 

■図表：総人口の推移 

    
 

資料：住民基本台帳 
 

■図表：年齢３区分別人口の推移 

  

資料：住民基本台帳 
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（２）自然動態と社会動態 

① 出生数と出生率の動向 

出生数の動向をみると、平成 29 年以降は年度により増減はあるものの、減少傾向とみられます。 

また、合計特殊出生率については、1.16 となっていますが、奈良県や全国の水準より低い値で

推移しています。 

 

■図表：出生数と死亡数の推移 

       
資料：人口動態統計、奈良県推計人口 

 

    ■図表：合計特殊出生率の推移 

           
資料：人口動態統計 
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② 転入と転出の動向 

転入と転出の動向をみると、平成 26・27 年に社会増減のマイナスがやや大きくなりましたが、

以後はゆるやかな減少が続いています。 

 

■図表：転入と転出の動向 

   

資料：住民基本台帳人口 

 

 

■【参考】図表：総人口の推移 推計 

 
令和 

7 年 

令和 

12 年 

令和 

17 年 

令和 

22 年 

令和 

27 年 

総人口（人） 15,986 14,731 13,419 12,125 10,928 

資料：「日本の地域別将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所）」 
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（３）婚姻と離婚の動向 

① 婚姻数と離婚数の推移 

婚姻の動向をみると、婚姻件数は平成 29 年からやや減少しています。令和 3 年に一時的に増加

しましたが、その後減少し令和 5 年では 29 件となっています。 

離婚の動向をみると、離婚件数は令和 3 年から減少傾向となっており、令和 5 年では 11 件とな

っています。 

 

■図表：婚姻数の推移 

  

資料：住民基本台帳人口、人口動態統計 

 

■図表：離婚数の推移 

     

資料：住民基本台帳人口、人口動態統計 
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② 未婚率の推移 

未婚率をみると、男性では、平成 22 年以降、30～34 歳で下降していましたが、35 歳以上で

依然として上昇しています。女性では、平成 22 年と令和 2 年を比較すると、全年齢で上昇してい

ます。 

晩婚化、未婚・非婚化は続いていますが、30 歳代で一定数が結婚する傾向はうかがえます。 

 

■図表：男性未婚率の推移 

  
資料：国勢調査 

 

■図表：女性未婚率の推移 

  
 

資料：国勢調査 
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（４）乳幼児・児童数等の動向 

本町の 11 歳以下の児童数等の動向をみると、年々減少傾向にあり、令和 5 年現在 1,142 人と

なっています。内訳は、０～５歳 493 人、６～11 歳 649 人となっています。 

 

■図表：乳幼児・児童数等の推移 実績 

 
平成 

26 年 

平成 

27 年 

平成 

28 年 

平成 

29 年 

平成 

30 年 

平成 

31 年 

令和 

2 年 

令和 

3 年 

令和 

4 年 

令和 

5 年 

0～5 歳（人） 693 662 642 604 567 563 538 502 478 493 

6～11 歳（人） 842 837 825 803 754 756 715 688 689 649 

12～17 歳（人） 1,053 1,016 975 929 942 899 882 866 847 824 

合計（人） 2,588 2,515 2,442 2,336 2,263 2,218 2,135 2,056 2,014 1,966 

資料：住民基本台帳（3 月 31 日現在） 
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２．家庭や地域の動向 

（１）世帯の状況 

① 世帯の推移 

世帯数をみると、平成 12 年以降は増加傾向にあり、平成 22 年以降は横ばいで推移しています。

人口は微減傾向にあるため、一世帯あたりの人員が減少しています。 

世帯構成をみると、核家族世帯は７割強で推移しており、その他の親族世帯が減少し続ける一方、

単独世帯が平成 17 年以降増加し続けています。 

 

■図表：一般世帯数と一世帯あたり人員数の推移  

資料：国勢調査 

■図表：世帯構成の推移  

  
資料：国勢調査 
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② 子どものいる世帯の推移 

６歳未満の世帯員のいる世帯をみると、一般世帯では、世帯数が減少傾向にあり、一般世帯全体

に占める割合も低下しています。核家族世帯でも、世帯数、核家族世帯全体に占める割合がともに

少なくなっています。令和２年には、６歳未満の子どものいる一般世帯の割合は 5.7％となってい

ます。 

18 歳未満の世帯員のいる世帯をみると、一般世帯では、世帯数が減少し続けており、一般世帯

全体に占める割合も低下しています。核家族世帯でも、世帯数、核家族世帯全体に占める割合がと

もに減り続けています。令和２年には、18 歳未満の子どものいる一般世帯の割合は 18.0％となっ

ています。 

 

■図表：６歳未満世帯員のいる世帯 

  

資料：国勢調査 

 

■図表：18 歳未満世帯員のいる世帯 

     
 

資料：国勢調査 
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③ ひとり親世帯の推移 

ひとり親世帯数をみると、平成 17 年に大きく増加した後、緩やかな減少傾向にあります。 

一般世帯数全体に占めるひとり親世帯の割合をみると、奈良県と同様の傾向にありますが、比べ

ると割合はやや低くなっています。 

 

■図表：ひとり親世帯数の推移 

   

資料：国勢調査 
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（２）就労の状況 

生産年齢人口の就業率をみると、女性の就業率は、奈良県と同様に上昇していますが、比べると

割合はやや低くなっています。 

女性の年齢別就業率をみると、35 歳以上のいずれの年齢層でも上昇傾向にあります。また、30

歳代の子育て期に就業率がいったん横ばいの傾向が見られ以前のようなＭ字型カーブの傾向はみら

れなくなっています。出産・育児をしながら働ける環境が整っていることがうかがえます。 

 

■図表：生産年齢人口（15～64 歳）の就業率の推移 

  
資料：国勢調査 

 

■図表：女性の年齢別就業率の推移 

  
 

資料：国勢調査 
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（３）子どもの貧困（参考） 

全国では、子どもの貧困率は、令和 3 年では 11.5％で、約 9 人に１人が貧困状況にあるとされ

ています。また、子どものいる世帯のうち大人が一人の世帯の貧困率は、令和 3 年では 44.5％と

なっており、ひとり親世帯では貧困状況になりやすい傾向があります。 

 

■【参考】図表：子どもの貧困率 

 
平成 

15 年 

平成 

18 年 

平成 

21 年 

平成 

24 年 

平成 

27 年 

平成 

30 年 

令和 

3 年 

子どもの貧困率（％） 13.7 14.2 15.7 16.3 13.9 14.0 11.5 

うち世帯に大人が一人（％） 58.7 54.3 50.8 54.8 50.8 48.3 44.5 

※子どもの貧困率＝貧困線に満たない所得の世帯で暮らす 17 歳以下の子どもの割合 

資料：国民生活基礎調査 
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３．子どもの教育・保育の状況 

（１）園児数の推移 

幼稚園・保育所入所者数の推移をみると、幼稚園の入所者数が減少し、保育所の入所者数には増

加傾向にあります。令和 6 年度では幼稚園の入所者数が 80 人、保育所の入所者数が 290 人とな

っています。 

待機児童数については、以前は０人で推移していましたが、近年若干名の待機児童が出ています。 

 

令和２年４月より町立幼稚園と町立保育所が統合され、町立認定こども園を開園しました。令和

６年度では、定員数 199 名を大幅に超え 231 人が入所しています。 

その他、町内には私立の保育所が 1 か所あり、定員数は 120 人に対し入所者数は 130 人、う

ち河合町民は 97 人です。 

 

■図表：園児数の推移 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

保育所入所者数（人） 282 277 267 291 300 

幼稚園入所者数（人） 122 107 97 91 92 

待機児童数（人） 0 0 1 0 3 

資料：こども未来課 

 

■図表：施設別の園児数等の推移 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

町立かがやきの森こども園（人） 

（定員） 
199 199 199 199 199 

町立かがやきの森こども園（人） 

（入所者） 
185 186 199 217 231 

町立かがやきの森こども園（人） 

（保育士・教員） 
43 42 49 52 50 

私立西大和保育園（人） 

（定員） 
120 120 120 120 120 

私立西大和保育園（人） 

（入所者） 
114 109 91 86 97 

私立西大和保育園（人） 

（保育士・教員） 
23 21 19 21 22 

資料：こども未来課 
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■図表：保育所の年齢別園児数の推移 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

０歳（人） 17 17 16 22 16 

１歳（人） 50 43 35 37 49 

２歳（人） 49 54 51 47 47 

３歳（人） 40 54 60 60 59 

４歳（人） 62 42 59 66 60 

５歳（人） 64 67 46 59 69 

合計（人） 282 277 267 291 300 

資料：こども未来課 

 

■図表：幼稚園の年齢別園児数の推移 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

３歳（人） 37 27 33 30 30 

４歳（人） 44 36 28 33 30 

５歳（人） 41 44 36 28 32 

合計（人） 122 107 97 91 92 

資料：こども未来課 

 

（２）児童・生徒数の推移 

小中学校の児童・生徒数の推移をみると、小中学校ともに減少傾向にあります。中学校について

は、私立中学への進学数が増加していることも生徒数が減少している原因の一つと考えられます。 

 

■図表：児童・生徒数の推移 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

小学校児童数（人） 700 673 675 635 629 

中学校生徒数（人） 402 383 374 336 303 

資料：教育委員会 

 

■図表：小中学校別の児童・生徒数の推移 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

第一小学校（人） 242 238 234 223 218 

第二小学校（人） 458 435 441 412 411 

第一中学校（人） 120 113 121 124 124 

第二中学校（人） 282 270 253 212 179 

資料：教育委員会 

 

■図表：私立・国立学校へ進学した児童・生徒数の推移 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

小学校児童数（人） 2 1 3 1 0 

中学校生徒数（人） 16 20 12 17 22 

資料：教育委員会 
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■図表：小学校の学年別児童数の推移 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

１年生（人） 107 107 111 83 89 

２年生（人） 116 107 111 111 83 

３年生（人） 102 117 106 111 113 

４年生（人） 125 103 119 106 115 

５年生（人） 118 121 104 120 107 

６年生（人） 132 118 124 104 122 

総数（人） 700 673 675 635 629 

資料：教育委員会 

 

■図表：中学校の学年別生徒数の推移 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

１年生（人） 151 118 104 111 86 

２年生（人） 115 149 121 104 113 

３年生（人） 136 116 149 121 104 

総数（人） 402 383 374 336 303 

資料：教育委員会 

 

（３）教育相談 

教育委員会において、いじめや不登校など様々な悩みや問題を抱える児童・生徒や保護者を対象

に教育相談を実施しました。令和 5 年度の相談件数は 9 件となっています。 

 

■図表：第２期計画期間の利用実績 教育相談 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

相談延件数（件） 30 6 11 9 16 

資料：教育委員会 

 

（４）障がい児支援サービス 

障がいのある子どもへの支援サービスとして、放課後等デイサービスについては支給決定人数が

増加傾向にあります。 

 

■図表：第２期計画期間の利用実績 児童発達支援 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

支給決定人数（人） 39 56 56 46 51 

資料：福祉政策課 

 

■図表：第２期計画期間の利用実績 放課後等デイサービス 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

支給決定人数（人） 38 44 55 64 74 

資料：福祉政策課 
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■図表：第２期計画期間の利用実績 保育所等訪問支援 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

支給決定人数（人） 9 9 16 13 13 

資料：福祉政策課 

 

（５）支援学級の推移 

小学校における支援学級の児童は、やや増加傾向にあります。中学校おける支援学級の生徒数は、

横ばい傾向です。学級数は小学校・中学校ともに横ばい傾向です。 

 

■図表：第２期計画期間の利用実績 支援学級の推移 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

小学校児童数（人） 46 47 60 63 71 

小学校学級数（学級） 10 11 12 12 11 

中学校生徒数（人） 22 20 22 19 19 

中学校学級数（学級） 7 6 5 5 6 

資料：教育委員会 

 

（６）不登校の推移 

令和 5 年度の不登校児童・生徒数は、小学校で 15 人、中学校で 20 人となっており、中学校で

は横ばい傾向となっています。 

 

■図表：第２期計画期間の利用実績 不登校の推移 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

小学校不登校児童数（人） 5 14 9 15 

中学校不登校生徒数（人） 14 20 24 20 

資料：教育委員会 

 

（７）スクールカウンセラーの配置 

スクールカウンセラーを中学校区に配置しました。相談件数は 300 件前後で推移しており、令

和５年度で 352 件となっています。 

 

■図表：第２期計画期間の利用実績 スクールカウンセラーの配置 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

延相談件数（件） 337 270 237 352 236 

配置人数（人） 2 2 2 2 2 

資料：教育委員会 
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４．地域子ども・子育て支援事業の状況 

（１）利用者支援 

【事業の概要】 

子育て家庭や妊産婦が、教育・保育施設や地域子ども・子育て支援事業、保健・医療等の関係機関を円滑に利用で

きるように、身近な場所での相談や情報提供、助言等必要な支援を行うとともに、関係機関との連絡調整、連携・

協同の体制づくり等を行う。 

旧子育て世代包括支援センターと現こども家庭センターで、子育て相談、交流会の開催、子育て

情報の提供などを図りました。 

 

■図表：第２期計画期間の利用実績 利用者支援の利用者数の推移 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

延相談回数（回） 21 99 79 199 124 

資料：子育て健康課 

 

（２）地域子育て支援拠点事業 等 

【事業の概要】 

核家族化や地域のつながりの希薄化にともなって家庭や地域の子育て機能が低下したことや、子育て中の保護者の

孤独感・不安感・負担感の増大等に対応するため、地域の身近な場所で乳幼児と保護者の相互の交流、子育てに関

する相談、情報の提供、助言などの支援を行います。 

つどいの広場については、１か所で実施しており、令和 5 年度の利用者数は 1,346 人、実施回

数は 367 回となっています。 

 

■図表：第２期計画期間の利用実績 つどいの広場事業の利用者数・実施回数の推移 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

延利用者数（人） 892 329 1,216 1,346 1,249 

実施回数（回） 135 99 384 367 380 

資料：子育て支援センター 
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（３）妊婦健康診査 等 

【事業の概要】：妊婦に対する健康診査 

妊婦の健康管理の充実や経済的負担の軽減を図り、安心して妊娠・出産ができるよう、医療機関で受ける妊婦健康

診査（医学的検査を含む）にかかる費用のうち一定の額を公費で負担するものです。 

妊婦健康診査については、令和５年度では受診実人員が 108 人となっています。 

 

■図表：第２期計画期間の利用実績 妊娠届出数の推移 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

妊娠届出数（人） 62 65 67 76 54 

初妊婦数（人） 28 35 34 32 17 

資料：保健センター 

 

■図表：第２期計画期間の利用実績 妊婦一般健康診査の推移 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

受診実人員（人） 100 100 109 108 98 

受診延人員（人） 724 778 731 856 707 

健診助成回数（回） 1,400 1,400 1,526 1,512 1,372 

 資料：保健センター 

 

乳幼児健康診査については、４種類の健診を実施しており、４か月児健診、１歳６か月児健診、

３歳６か月児健診については、いずれも受診率は 97％以上で推移しています。 

この他、母子保健事業として、下記の各教室や相談事業にも取り組んでいます。 

 

■図表：第２期計画期間の利用実績 ４か月児健康診査 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

対象者数（人） 69 64 70 64 72 

受診者数（人） 69 64 70 64 70 

受診率（％） 100 100 100 100 97.2 

フォロー率（％） 6.9 25.0 38.5 51.5 71.4 

※フォロー率＝健診後に経過観察を要する児童の比率 

資料：保健センター 

 

■図表：第２期計画期間の利用実績 １歳６か月児健康診査 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

対象者数（人） 94 91 76 78 59 

受診者数（人） 94 91 76 76 59 

受診率（％） 100 100 100 97.4 100 

フォロー率（％） 9.4 21.9 51.3 67.9 59.3 

資料：保健センター 
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■図表：第２期計画期間の利用実績 虫歯予防検診（歯科検診） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

対象者数（人） 79 92 99 86 98 

受診者数（人） 45 60 77 67 72 

受診率（％） 57.0 65.2 77.8 77.9 73.4 

フォロー率（％） 0 3.3 1.3 2.9 12.5 

資料：保健センター 

 

■図表：第２期計画期間の利用実績 ３歳６か月児健康診査 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

対象者数（人） 97 100 81 100 81 

受診者数（人） 97 98 81 98 79 

受診率（％） 100 98 100 98 97.5 

フォロー率（％） 12.3 21.4 32.0 53.0 67.0 

資料：保健センター 

 

■図表：第２期計画期間の利用実績 マタニティプチサロン 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

開催回数（回） 6 6 6 6 6 

参加人数（人） 3 2 10 5 15 

資料：保健センター 

 

■図表：第２期計画期間の利用実績 離乳食教室 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

開催回数（回） 4 4 3 6 6 

参加人数（人） 31 14 18 40 45 

資料：保健センター 

 

■図表：第２期計画期間の利用実績 発達相談 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

実人員（人） 29 77 52 68 65 

延人員（人） 64 86 65 77 95 

資料：保健センター 

 

■図表：第２期計画期間の利用実績 子育てママ食育教室 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

開催回数（回） － － － － 1 

参加人数（人） － － － － 10 

※令和 2 年度～5 年度はコロナ禍のため中止  資料：保健センター 

 

■図表：第２期計画期間の利用実績 乳児相談 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

開催回数（回） 23 23 23 24 23 

参加人数（人） 132 139 124 156 135 

資料：保健センター 
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（４）乳児家庭全戸訪問事業 

【事業の概要】 

生後４か月までの乳児のいる家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や養育環境等の把握を行う事業です。 

乳児家庭全戸訪問事業については、全戸訪問が基本となっています。直近５年間では、訪問可能

な対象者すべてを訪問し、場合によっては複数回の訪問を実施しています。 

 

■図表：第２期計画期間の利用実績 乳児家庭全戸訪問事業 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

対象者数（人） 60 62 73 65 56 

延訪問数（人） 112 168 93 109 75 

資料：保健センター 

 

（５）養育支援訪問事業 

【事業の概要】 

養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関する指導・助言等を行うことにより、当該家庭

の適切な養育の実施を確保する事業です。 

養育支援訪問事業について、第２期計画期間中に事業としては実施していませんでしたが、支援

が必要な家庭へ訪問等は実施しています。 

また、児童虐待の延べ認知件数は約40～50件で推移し、令和５年度では45件となっています。 

 

■図表：第２期計画期間の利用実績 児童虐待認知件数 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

児童虐待認知延件数（件） 48 50 44 45 37 

資料：子育て健康課 

 

（６）産後ケア事業 

【事業の概要】 

助産所や対象者の居宅において、助産師等が中心となり、母親の身体回復と心理的な安定を促進するとともに、母

親自身がセルフケア能力を育み、母子とその家族が健やかな育児を支援することを目的とします。 

令和２年度から始まり、年々対象者の要件が緩和され利用者が増加していきました。 

 

■図表：第２期計画期間の利用実績 産後ケア 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

延利用者数（人） 0 0 8 10 23 

資料：子育て健康課 
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（７）子育て短期支援事業 

【事業の概要】 

保護者が疾病等で児童の養育が一時的に困難となった場合に、施設で児童を保護・養育するものです。 

ショートステイについては、斑鳩町の「いかるが園」と契約し受け入れ体制を整えていました。 

トワイライトステイについては、希望があれば施設と契約できる体制を整えていましたが、第 2

期計画期間は希望がなく実施しませんでした。 

 

■図表：第２期計画期間の利用実績 子育て短期支援事業（ショートステイ） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

延利用人数（人） 0 0 0 0 0 

実施か所数（か所） 1 1 1 1 1 

資料：子育て健康課 

 

■図表：第２期計画期間の利用実績 子育て短期支援事業（トワイライトステイ） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

延利用人数（人） 0 0 0 0 0 

実施か所数（か所） 0 0 0 0 0 

資料：子育て健康課 

 

（８）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター） 

【事業の概要】 

育児等へのサポートを依頼したい会員に対して、世話をしたい子育て経験者等の会員が、有料でサポートを提供す

るものです。 

ファミリー・サポート・センターについては、第 2 期計画期間には設置しませんでした。 

 

（９）子育て世帯訪問支援事業 

【事業の概要】 

訪問支援員が、家事・子育て等に対して不安・負担を抱えた子育て家庭、妊産婦、ヤングケアラー等がいる家庭に

訪問し、家事・子育て等の支援を実施することで家庭や養育環境を整え、虐待リスク等の高まりを未然に防ぐため

の事業です。 

   令和 5 年度から新たに始まった事業です。 

 

■図表：第２期計画期間の利用実績 子育て世帯訪問支援事業 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

延利用時間（人） - - - 21 1 

資料：子育て健康課 
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（10）一時預かり事業 

【事業の概要】幼稚園型（対象：１号認定及び幼稚園児） 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった場合、通常の幼稚園教育時間の終了後、園児を預かる事業

です。 

【事業の概要】：一般型（対象：未就園児） 

保護者の私用などで、一時的に家庭で保育できない場合に利用するものです。 

一時預かり事業については、年度によって増減があります。令和 5 年度の延べ利用人数は幼稚園

型と一般型を合わせると 1,449 人で、前年度を大きく上回っています。 

 

■図表：第２期計画期間の利用実績 一時預かり事業（幼稚園型） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

延利用人数（人） 1,140 1,576 1,196 1,119 1,198 

実施か所数（か所） 5 5 4 3 5 

資料：こども未来課 

 

■図表：第２期計画期間の利用実績 一時預かり事業（一般型） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

延利用人数（人） 117 42 246 330 214 

実施か所数（か所） 1 1 1 1 1 

資料：こども未来課 

 

（11）時間外保育事業（延長保育事業） 

【事業の概要】 

保護者の勤務時間や通勤時間の都合で、保育標準時間を超えて継続的に保育が必要な場合や、急な残業等で一時的

に保育時間の延長が必要な場合に利用するものです。 

延長保育については、２か所で実施し、令和 5 年度の実利用人数は 127 人となっています。 

 

■図表：第２期計画期間の利用実績 延長保育事業 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

実利用人数（人） 115 134 142 127 122 

実施か所数（か所） 2 2 2 2 2 

資料：こども未来課 
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（12）病児・病後児保育事業 

【事業の概要】 

子どもが病気又は病気の回復期にあり、保育所等が利用できず、保護者も就労等で保育できない場合に利用するも

のです。 

病児・病後児保育事業については、病児保育は「【ぞうさんのおうち】土庫こども診療所」（大和

高田市）、病後児保育は「こどもの森阪手保育園」（田原本町）にそれぞれ委託しています。延べ利

用人数は 1～2 人程度で推移しています。 

 

■図表：第２期計画期間の利用実績 病児・病後児保育事業 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

延利用人数（人） 2 2 0 1 16 

実施か所数（か所） 2 2 2 2 2 

※病児保育：【ぞうさんのおうち】土庫こども診療所（大和高田市） 

※病後児保育：こどもの森阪手保育園（田原本町） 

資料：こども未来課 

 

（13）放課後児童健全育成事業 

【事業の概要】 

保護者が就労等により昼間家庭にいない小学校１年生から６年生までの児童が、学童保育所（放課後児童クラブ）

を利用するものです。 

学童保育については２か所で実施しています。利用人数は５年間で 30 人程度増加しており、令

和６年度 176 人となっています。このうち 136 人が低学年の利用です。 

 

■図表：第２期計画期間の利用実績 学童保育 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

１年生（人） 39 48 53 39 49 

２年生（人） 46 39 42 51 38 

３年生（人） 33 32 29 40 49 

４年生（人） 16 12 20 22 31 

５年生（人） 8 7 5 10 5 

６年生（人） 2 4 2 3 4 

低学年（人） 118 119 124 130 136 

高学年（人） 26 23 27 35 40 

実施か所数（か所） 2 2 2 2 2 

資料：子育て健康課 
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５．ニーズ調査の概要 

（１）調査の概要 

① 調査の目的 

子ども・子育て支援法に規定される「子ども・子育て支援事業計画」に関して、住民の子育てに

関する現状やニーズ、意見などを把握し、第３期計画の各施策に反映するために、アンケート調査

を実施しました。 

 

② 実施期間と調査方法 

令和６年１月 2３日（火）から２月９日（金）にかけて実施し、調査票を、こども園、保育園、

小学校を通じて保護者への直接配布及び郵送により配布し、こども園、保育園、小学校を通じて直

接回収及び郵送により回収しました。 

 

③ 実施対象と回収状況 

就学前児童（０歳から小学校に入学するまでの子ども）の保護者 375 人、小学生児童（小学生）

の保護者 528 人を、無作為抽出により調査対象としました。 

 

■図表：回収結果 

 配布数（件） 回収数（件） 無効票数（件） 有効回収数（件） 有効回収率（％） 

就学前児童 375 252 0 252 67.2 

小学生児童 528 362 0 362 68.6 

 

④ 調査結果の表示方法 

○集計結果の百分率（％）は、小数点第２位を四捨五入した値を表記しています。このため、単数

回答設問の選択肢ごとの構成比の見かけ上の合計が 100.0％にならない場合があります。 

○複数回答設問では、当該設問に回答すべき回答者数を母数として選択肢ごとにそれぞれ構成比を

求めています。そのため、構成比の合計は通常 100.0％にはなりません。 

○設問ごとの集計母数は、図表中に「Ｎ＝＊＊＊」と表記し、クロス集計の図表では、集計区分ご

との集計母数を「Ｎ＝＊＊＊」と表記しています。 
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（２）ニーズ調査結果の概要 

① 保護者の就労状況 

○前回調査より母親の就労が増加しており、就労していない母親が減少しています。 

○休業中を含めフルタイム就労が増加し、産休・育休・介護休暇も取得しやすい環境が整ってきて

いると思われます。女性活躍推進の影響がうかがわれます。 

 

■図表：【就学前】母親の就労状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

■図表：【小学生】母親の就労状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 育児休業の取得状況 

○育児休業を取得した母親は５割弱で、前回調査に比べて増えています。 

○働いていなかった母親は前回調査に比べて減っており、母親の就労の増加との関連性がうかがえ

ます。 

○母親が育児休業を取得しなかった理由は、職場に育児休業の制度がなかったことが多くなってい

ます。前回調査に比べて減っていますが、職場環境整備の遅れがうかがえます。 

○前回調査に比べて、子育てや家事に専念するため退職した母親が減っています。 

○前回調査に比べて、制度を利用し父親が増加しています。男性も育児休業を取得しやすい環境が

少しずつ整ってきていることをうかがえます。 

○父親が育児休業を取得しなかった理由は、仕事が忙しかったことが最も多く、配偶者が制度を利

用した、配偶者が無職、祖父母等に親族をみてもらえたなど利用する必要がなかった、も多く挙

げられています。 

32.5

21.5

9.9

7.2

32.1

29.7

2.0

2.2

19.4

36.6

2.8

2.9

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6年調査

（N=252）

H30年調査

（N=279）

フルタイム就労 フルタイム就労だが、産休・育休・介護休業中

パート・アルバイト等 パート・アルバイト等だが、産休・育休・介護休業中

以前は就労していたが、現在は就労していない これまで就労したことがない

無回答

34.8

24.3

1.1

1.3

38.4

46.5

0.8

0.5

16.0

23.0

2.8

3.6

6.1

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6年調査

（N=362）

H30年調査

（N=391）

フルタイム就労 フルタイム就労だが、産休・育休・介護休業中

パート・アルバイト等 パート・アルバイト等だが、産休・育休・介護休業中

以前は就労していたが、現在は就労していない これまで就労したことがない

無回答
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■図表：【就学前】母親の育児休業の取得 

 

 

 

 

 

 

 

              ■図表：【就学前】母親の育児休業を取得していない理由（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

38.9

52.5

48.4

32.4

11.1

12.9

1.6

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6年調査

（N=252）

H30年調査

（N=278）

働いていなかった 取得した（または取得中） 取得していない 無回答

39.3

0.0

10.7

0.0

7.1

0.0

3.6

3.6

3.6

17.9

14.3

0.0

0.0

0.0

39.3

3.6

0.0

44.4

11.1

8.3

8.3

16.7

0.0

5.6

8.3

0.0

2.8

13.9

5.6

0.0

2.8

33.3

5.6

 0  20  40  60  80  100

職場に育児休業の制度がなかった

職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった

仕事が忙しかった

（産休後に）仕事に早く復帰したかった

仕事に戻るのが難しそうだった

昇給・昇格などが遅れそうだった

収入減となり、経済的に苦しくなる

保育所などに預けることができた

配偶者が育児休業制度を利用した

配偶者が無職、祖父母等の親族にみてもらえるなど、

制度を利用する必要がなかった

子育てや家事に専念するため退職した

有期雇用のため育児休業の取得要件を満たさなかった

育児休業を取得できることを知らなかった

産前産後の休暇（産前６週間、産後８週間）

取得できることを知らず、退職した

自営業主や家族従業者だった

その他

無回答

R6年調査（N=28） H30年調査（N=36）

（%）
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■図表：【就学前】父親の育児休業の取得 

 

 

 

 

 

■図表：【就学前】父親の育児休業を取得していない理由（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.4

1.1

11.5

0.8

74.6

88.9

13.5

9.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6年調査

（N=252）

H30年調査

（N=262）

働いていなかった 取得した（または取得中） 取得していない 無回答

20.7

27.1

36.7

6.4

8.0

26.1

1.1

31.9

30.9

0.0

0.0

1.1

10.1

4.3

4.8

23.2

22.7

29.6

8.2

5.6

24.0

2.1

21.9

35.6

0.0

0.4

0.9

9.9

2.6

 0  20  40  60  80  100

職場に育児休業の制度がなかった

職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった

仕事が忙しかった

仕事に戻るのが難しそうだった

昇給・昇格などが遅れそうだった

収入減となり、経済的に苦しくなる

保育所などに預けることができた

配偶者が育児休業制度を利用した

配偶者が無職、祖父母等の親族にみてもらえるなど、

制度を利用する必要がなかった

子育てや家事に専念するため退職した

有期雇用のため育児休業の取得要件を満たさなかった

育児休業を取得できることを知らなかった

自営業主や家族従業者だった

その他

無回答

R6年調査（N=188） H30年調査（N=233）

（%）



第２章 河合町の子どもと子育て家庭の状況 

30 

③ 平日の教育・保育の利用状況 

○平日の教育・保育事業を利用している人のうち３割弱がこども園を含む幼稚園、７割弱がこども

園を含む認可保育所を利用しています。 

○前回調査に比べて保育所の利用が増え、幼稚園の利用が減っています。 

○両親ともに就労する家庭が増えたため、保育所を利用する家庭が増えたことを表しています。 

○幼稚園の預かり保育が減った理由も、保育所を利用する家庭が増えたことを表しています。 

 

■図表：【就学前】平日の教育・保育利用状況（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12.8

2.0

15.8

2.0

31.0

38.9

1.0

0.5

1.0

1.0

1.5

0.0

1.5

1.0

42.7

9.8

0.0

0.0

55.1

0.4

0.0

0.0

1.8

0.0

0.0

0.9

 0  20  40  60  80  100

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認定こども園を幼稚園として利用

認定こども園を幼稚園の預かり保育として利用

認可保育所

認定こども園を保育所として利用

小規模な保育施設

家庭的保育

企業主導型保育事業

その他の認可外の保育施設

ファミリー・サポート・センター

居宅訪問型保育

その他

無回答

R6年調査（N=203） H30年調査（N=225）

（%）
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④ 定期的に幼稚園・保育所を利用している理由 

○保護者の就労しているためが７割を超え、前回調査に比べ大幅に増加しています。 

○子どもの教育や発達のためを選んだ方も多くなっていますが、前回調査に比べ少し減っています。 

 

■図表：【就学前】平日に定期的に幼稚園・保育所を利用している理由（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

60.6

74.9

2.5

1.0

2.0

0.0

2.5

1.0

64.4

57.3

4.9

0.4

0.4

0.4

1.8

 0  20  40  60  80  100

子どもの教育や発達のため

保護者が現在就労しているため

保護者が就労予定、または求職中のため

保護者が家族・親族などを介護しているため

保護者が病気である、または障がいがあるため

保護者が学生であるため

その他

無回答

R6年調査（N=203） H30年調査（N=225）

（%）
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⑤ 現在の施設を選んだ理由 

○現在利用している施設を選んだ理由は、「自宅からの距離、送迎時間」が８割弱で最も多く、「施

設の設備・環境」（４割強）、「教育（保育）の方針・質」（４割弱）も多く挙げられています。 

○自宅からの距離や送迎が、一番の選択ポイントとなっており、利用者にとって利便性の高い施設

を選ぶ傾向がうかがえます。 

○特に保育所を選択される方は、限られた時間で効率よく子どもを送迎しなければならないので、

自宅からの距離や送迎が施設の選択ポイントとなっています。 

  ○「施設の設備・環境」が増加しているのは、令和２年に開設されたかがやきの森こども園を選ば

れたことによるものとうかがえます。 

 

■図表：【就学前】現在の施設を選んだ理由（幼稚園等・保育所等）（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

77.8

20.7

28.1

41.4

25.6

38.9

8.9

3.9

9.4

25.1

2.0

3.9

2.0

7.9

1.0

74.7

15.6

24.0

7.1

19.6

40.9

9.8

3.6

18.2

21.3

4.9

1.8

4.0

14.7

 0  20  40  60  80  100

自宅からの距離、送迎時間

保護者の通勤経路

教育（保育）の時間

施設の設備・環境

小学校と同じ学区

教育（保育）の方針・質

子どもの友人関係

保護者の友人関係

利用料金

給食

子どもの急病や保護者の急用時の対応

施設からの情報提供

子どもと参加できる行事の開催

その他

無回答

R6年調査（N=203） H30年調査（N=225）

（%）
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⑥ 土曜・休日や長期休暇中の定期的な教育・保育事業の利用希望 

○土曜日に月１回以上の頻度で定期的な教育・保育を利用したい人は、３割弱となっています。 

○日曜日・祝日に月に１回以上の頻度で定期的な教育・保育を利用したい人は、１割強となってい

ます。 

○長期休暇中に週に数日以上の頻度で幼稚園等を利用したい人は、前回調査と比較して増えていま

す。 

  ○土曜・休日にたまに利用したい理由としては、月に数回仕事が入るためが多くなっています。長

期休暇中にたまに利用したい理由は、買い物等の用事をまとめて済ませるためが一番多くなって

います。 

 

■図表：【就学前】土曜日の定期的な利用希望 

 

 

 

 

 

 

 

■図表：【就学前】日曜・祝日の定期的な利用希望 

 

 

 

 

 

 

 

■図表：【就学前】長期休暇中の利用希望 

 

 

 

63.9

61.1

6.3

9.9

19.8

27.9

9.9

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6年調査

（N=252）

H30年調査

（N=283）

利用する必要はない ほぼ毎週利用したい 月に１～２回は利用したい 無回答

76.6

81.6

0.8

3.2

10.3

14.5

12.3

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6年調査

（N=252）

H30年調査

（N=283）

利用する必要はない ほぼ毎週利用したい 月に１～２回は利用したい 無回答

22.0

41.7

8.5

7.3

55.9

46.9

13.6

4.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6年調査

（N=59）

H30年調査

（N=96）

利用する必要はない 休みの期間中、ほぼ毎日利用したい

休みの期間中、週に数日利用したい 無回答
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⑦ 地域子育て支援事業の利用 

○約１割の人が地域子育て支援拠点事業等を利用しています。 

○約５割の方がつどいの広場を利用したことがあると回答しています。 

  〇産後ケア事業を利用したことがある方も２割弱となっていますが、今後の利用意向は５割強とな

っています。 

 

■図表：【就学前】地域子育て支援事業の利用状況（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

■図表：【就学前】子育て支援事業の利用経験 

    

18.3

38.5

22.6

50.8

71.8

53.6

69.8

42.5

9.9

7.9

7.5

6.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①保健センター産後ケア事業

②保健センター乳幼児相談

③児童の発育・発達等の相談

④子育て支援センター事業

はい いいえ 無回答

（n=252)

 

■図表：【就学前】子育て支援事業の今後の利用意向 

     

5.6

13.1

14.3

17.1

48.4

52.4

55.6

48.8

35.3

24.2

21.0

23.4

10.7

10.3

9.1

10.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①保健センター産後ケア事業

②保健センター乳幼児相談

③児童の発育・発達等の相談

④子育て支援センター事業

はい 機会があれば いいえ 無回答

（n=252)

 

※児童の発育・発達等の相談（旧子育て世代包括支援センター） 

子育て支援センター事業（つどいの広場等） 

 

9.5

9.5 10.2

88.1

84.1

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6年調査

（N=252）

H30年調査

（N=283）

地域子育て支援拠点事業を利用している

その他の類似の事業を利用している（産後ケア事業など）

利用していない

無回答
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⑧ 病児・病後児保育の希望 

○将来に病児・病後児保育を利用したい人は３割強で、前回調査に比べて少し減っています。 

○利用を望まない割合は７割弱で、同居・近居の祖父母等の親族がいることなどが考えられます。 

○利用を希望する施設は、小児科に併設した施設が約８割で最も多くなっています。また、ファミ

リー・サポート・センターのように地域住民等が身近な場所で保育する事業を希望する方も増加

しています。 

 

■図表：【就学前】病児・病後児保育の希望 

 

 

 

 

 

 

 

■図表：【就学前】病児・病後児保育の事業形態の希望（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨ 一時預かり事業の利用意向 

○今後、一時預かり事業を利用したい人は３割強で、前回調査に比べて減っています。 

○前回調査に比べて、私用・リフレッシュ目的や冠婚葬祭・学校行事での利用は減りましたが、不

定期な就労が増えています。こちらでも保護者が就労していることがうかがえます。 

 

■図表：【就学前】一時預かり事業の利用意向 

 

 

 

 

 

 

66.3

55.3

32.7

42.1

1.0

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6年調査

（N=196）

H30年調査

（N=114）

利用したいとは思わない できれば病児・病後児保育施設等を利用したい 無回答

65.6

76.6

23.4

3.1

0.0

41.7

79.2

10.4

2.1

 0  20  40  60  80  100

他の施設（例：幼稚園、保育所や認定こども園等）に併設した

施設で子どもを保育する事業

小児科に併設した施設で子どもを保育する事業

地域住民等が子育て家庭等の身近な場所で保育する事業

（例：ファミリー・サポート・センター等）

その他

無回答

R6年調査（N=62） H30年調査（N=48）

（%）

31.7

38.2

65.1

59.7

3.2

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6年調査

（N=252）

H30年調査

（N=283）

必要がある 利用する必要はない 無回答
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■図表：【就学前】一時預かり事業の利用目的（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

⑩ 放課後の過ごし方の実際と希望 

○低学年では「学童保育所」の割合が希望で３割弱、実際には４割との差があります。 

○学童保育を選択するだけでなく、放課後子ども教室の利用や習い事等を希望する家庭も多く、低

学年、高学年ともに５割強となっています。単純に放課後を家庭的な雰囲気でゆっくり過ごすの

ではなく、何か目的をもって過ごしてもらいたいという保護者の気持ちがうかがえます。 

 

■図表：【小学生】放課後の過ごし方の実際と希望（１～３年生）（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■図表：【小学生】放課後の過ごし方の実際と希望（４～６年生）（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

53.8

46.3

40.0

8.8

5.0

61.1

59.3

27.8

4.6

 0  20  40  60  80  100

私用（買い物、子ども・親の習い事等）、リフレッシュ目的

冠婚葬祭、学校行事、子どもや親の通院等

不定期の就労

その他

無回答

R6年調査（N=80） H30年調査（N=108）

（%）

57.2

14.6

44.8

2.2

40.1

5.8

11.0

6.4

57.5

10.5

41.7

13.0

27.6

4.1

2.2

14.4

9.7

 0  20  40  60  80  100

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事・スポーツクラブなど

放課後子ども教室

学童保育所

障がい児支援施設

（放課後等デイサービスなど）

ファミリー・サポート・センター

その他（公民館、公園など）

無回答

実際（N=362） 希望（N=396）

（%）

54.1

10.2

39.0

1.7

9.1

2.5

11.9

32.9

54.7

11.0

44.5

8.6

12.2

2.2

0.8

14.9

23.8

 0  20  40  60  80  100

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事・スポーツクラブなど

放課後子ども教室

学童保育所

障がい児支援施設

（放課後等デイサービスなど）

ファミリー・サポート・センター

その他（公民館、公園など）

無回答

実際（N=362） 希望（N=396）

（%）



第２章 河合町の子どもと子育て家庭の状況 

37 

⑪ 子育ての相談先 

○就学前、小学生ともに家族や祖父母等の親族が圧倒的に多い傾向にあります。 

○その他では年齢に応じて関わる機関に相談されています。身近な保育所、幼稚園、学校等で相談

されるようです。 

○役場の担当窓口や、地域子育て支援センターに相談する人がきわめて少なくなっています。今後、

相談しやすい体制の周知を図る必要があります。 

 

■図表：【就学前】気軽に相談できる人（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■図表：【小学生】気軽に相談できる人（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

88.3

70.8

58.8

6.7

4.6

7.1

22.1

8.3

0.0

5.8

1.3

1.3

0.0

86.3

71.6

10.0

11.8

19.2

14.0

1.5

7.7

0.4

3.7

 0  20  40  60  80  100

家族

祖父母等の親族

友人や知人

近所の人

地域子育て支援センター

（豆山の郷）

保健センター

保育教諭

幼稚園教諭

民生委員・児童委員

かかりつけの医師

役場の子育て関連担当窓口

その他

無回答

R6年調査（N=240） H30年調査（N=271）

（%）

85.6

61.8

56.0

6.9

21.3

1.4

0.0

4.9

4.6

0.9

2.9

81.7

79.3

15.1

23.7

1.9

0.3

6.5

0.3

1.6

 0  20  40  60  80  100

家族

祖父母等の家族

友人や知人

近所の人

小学校教諭

保健センター

民生委員・児童委員

障がい児支援施設

（放課後等デイサービスなど）

かかりつけの医師

役場の子育て関連担当窓口

その他

R6年調査（N=348） H30年調査（N=372）

（%）
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⑫ こども誰でも通園制度（仮称）の希望 

※こども誰でも通園制度：国が創設をめざす「こども誰でも通園制度（仮称）」は、親が就労してい

なくても時間単位などで、子ども（生後６か月から３歳未満児）を保育所などに預けられる事業

です。利用時間は、１人あたり月１０時間を上限とする方針です。 

 

○希望する利用方法としては、一時預かりのように様々な利用頻度で通園する「自由利用」、週ごと

に希望する利用頻度は週３日、月ごとに希望する利用時間は７～８時間がそれぞれもっとも多く

なっています。 

 

■図表：【就学前】利用方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

■図表：【就学前】週ごとに希望する利用頻度 

 

 

 

 

 

 

■図表：【就学前】月ごとに希望する利用時間 

 

 

 

12.7 30.6 0.4 56.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

定期的に子どもが通園する「定期利用」

一時預かりのように様々な利用頻度で通園する「自由利用」

その他

無回答

(n=252)

9.9 11.9 13.9 7.9 56.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

週1日 週2日 週3日 その他 無回答

(n=252)

1.6 9.5 10.7 14.7 7.5 56.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1～2時間 3〜4時間 5〜6時間 ７〜８時間 その他 無回答

(n=252)
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６．第２期計画の成果と課題 

第２期計画では、基本理念、基本的な視点に基づき、３つの基本目標と７つの基本施策を設定し、

それぞれの基本施策に沿って、具体的な事業に取り組んできました。 

第３期計画でも、女性の就業の増加にともなう保育の需要の増加、子どもの貧困や児童虐待、障

がいのある子どもへの支援など子育てに関して子どもや子育て家庭の抱える問題の多様化、そうい

った問題を発見して適切に支援へつなぐ体制の必要性、といった社会や子育て環境の変化に合わせ

て、さまざまな取り組みをより充実させて進めていくことが求められています。 

第２期計画を評価するにあたり、以下では、基本施策ごとに、第２期計画での取り組みの実績と、

第３期計画に向けての主な課題を示します。 

 

 

 

図表：【参考】第２期計画の３つの基本目標と７つの基本施策 

（１）子どもを安心して産み育てることができるまち 

１）地域における子育て支援 

２）母子並びに乳幼児の健康の確保及び増進 

３）職業生活と家庭生活の両立の推進 

 

（２）心身ともに健やかな子どもの成長を支えるまち 

４）子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備 

 

（３）すべての子どもが尊重され、安全で住みよいまち 

５）子育てを支援する生活環境の整備 

６）子ども等の安全の確保 

７）支援の必要な子ども・子育て家庭へのきめ細かな取り組み 
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〈第２期計画の基本施策１．地域における子育て支援〉 

■第２期計画での取組と実績 

①気軽に子育てについて相談できる機関として、子育て世代包括支援センターを開設しました。 

②安心安全の担当課と連携して、子どもたちを地域で守る意識の高揚と見守り参加への定期的な呼

びかけなどを実施しました。 

③子育てサポーターを活用したつどいの広場や、子育て支援策を検討しました。 

④子育て・子育ち関連情報を町のホームページ等に掲載しました。 

⑤通常保育事業については、町立認定こども園を設置し、希望者全員が入所できるよう努めました。 

⑥講座やイベント開催時の子どもの託児を実施しました。 

⑦認定こども園のサービスの評価について実施しました。 

⑧保育士等の定期的な意見集約について実施しました。 

⑨認定こども園の職員の研修を実施しました。 

⑩未就園児の交流事業については、かがやきの森こども園で実施しました。 

⑪つどいの広場事業については、かがやきの森こども園で週５日実施していましたが、令和４年度

に豆山の郷へ移動し週４日の実施となりました。 

⑫子育て支援サービスに関する情報を提供するためのコーディネーター配置はできませんでした。 

  ⑬学童保育時間を 19 時まで延長しました。 

 

■第３期計画に向けた目標と課題 

  ①こども家庭センターの環境整備を整えていきます。 

  ②地域子育て支援センターでの子育て相談、交流会を充実させていきます。 

③ボランティアを活用したつどいの広場や子育て支援策を検討していきます。 

④今後も、子育て・子育ち関連情報を随時、必要に応じて町のホームページ等に掲載していきます。 

⑤通常保育事業については、希望者全員が入所できるよう努めていきます。 

⑥未就園児の交流事業については、かがやきの森こども園にて継続して実施していきます。 
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〈第２期計画の基本施策２．母子並びに乳幼児の健康の確保及び増進〉 

■第２期計画での取組と実績 

①令和２年度から産後ケアを開始し、出産された方の心身のケアや育児サポートを実施しました。 

②妊婦健康診査については、母子健康手帳と併せて受診券を交付。令和３年度から 10 万円を助成

するほか、交付時の面談後にプラン策定を実施しました。 

③令和４年度から出産・子育て応援交付金として、妊娠届出後 5 万円、出生届出後 5 万円を支給し

ました。また、伴走型支援により不安を抱いているお母さんに寄り添える体制を整えました。 

④オンライン相談～みんなの窓口～を令和５年 10 月から導入、母子手帳アプリを令和６年８月か

ら導入しＩＣＴを活用した体制を整えました。 

⑤妊産婦・新生児訪問指導については、保健師と助産師による支援も実施しました。 

⑥乳幼児相談・発達相談・電話相談を実施しました。 

⑦マタニティサロンについては、沐浴などの個別指導を実施しました。 

⑧乳児健康相談については、月１回を月２回にし、２か月に１回の助産師の健康相談を追加するな

ど、回数を増やして実施しました。 

⑨離乳食教室については、離乳食を通した乳児期からの食育の必要性の学習を行いました。 

⑩休日・夜間診療事業については、橿原市深夜救急・産婦人科救急などの負担金で実施しました。 

 

■図表：第２期計画期間の取組状況 ②妊産婦新生児訪問指導 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度） 

妊産婦新生児訪問指導

（件数） 
84 71 81 113 96 

  ※令和 6 年度は実績見込み 資料：保健センター 

 

■第３期計画に向けた目標と課題 

①妊産婦健康診査については、妊娠届出時に助成の説明をします。また、令和 7 年度から妊婦健康

診査受診券が、１人 11 万円分となります。 

②令和 7 年度から産婦健診２回と 1 か月児健診の助成を実施します。 

③妊産婦新生児訪問指導については、引き続き保健師に加えて、助産師による支援も実施していき

ます。 

④乳幼児相談・発達相談・電話相談については、継続して実施していきます。 

⑤乳幼児等健診については、今後も健診後のフォロー機能を強化します。 

⑥虫歯予防対策については、健診後のフォロー機能としても活用を図ります。 

⑦休日・夜間診療事業については、継続して実施していきます。 
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〈第２期計画の基本施策３．職業生活と家庭生活の両立の推進〉 

■第２期計画での取組と実績 

①男女共同参画意識の普及のため講座を計画しましたが、実施にいたりませんでした。 

 

■第３期計画に向けた目標と課題 

①男女共同参画意識の普及にあたっては、仕事と子育ての両立支援の必要性や、当町住民が必要と

している支援について、再検討する必要があります。 

  ②学童保育については、希望者全員が入所できるよう努めていきます。 

 

 

〈第２期計画の基本施策４．子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備〉 

■第２期計画での取組と実績 

①家庭教育の充実のため、各小中で保護者や子どものニーズに応じた家庭教育講演会を実施しまし

た。 

②わんぱくスポーツ教室については、参加者が少ないものは内容を見直し実施しました。（硬式テニ

ス→R2 ソフトテニス→R5 卓球） 

③図書館事業については、「子育てのヒント」になる本や読み聞かせ絵本、児童書人気シリーズなど

をあわせて、年間約１２０冊を購入しました。 

④お話し会事業を情操教育の一環として創造力を養うとともに、親子、地域のふれあいや世代間交

流の場として展開しました。 

⑤絵本との出会い事業は、３～４か月健診の時に、読み聞かせを行い絵本とバックをプレゼントす

る事業です。令和２年からの３年間はコロナ禍で読み聞かせは中止していましたが、令和５年は

読み聞かせボランティアを養成し、「絵本を開くことで、誰もが楽しく、赤ちゃんとゆっくり心ふ

れあうひとときをもてるように」との願いをこめてボランティアとともに行いました。 

⑥親と子の体験教室を実施し、親と子で取り組むことで、子どもの心の安定、家族間の絆の強化等、

家庭内外の教育環境の整備に取り組みました。 

⑦かわい寺子屋教室については、令和 4 年度のみ定員に満たず開講できませんでした。 

⑧放課後子ども教室については、小学生対象のランニング教室を総合グラウンドで開催しました。 

⑨スポーツ出前教室については、第二小学校児童対象にグラウンドゴルフ教室を開催していました

が、コロナ禍以降活動は中止しています。 
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■図表：第２期計画期間の取組状況 ①小中各校での家庭教育の充実 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度） 

家庭教育講演会（件数） 0 1 1 2 4 

資料：生涯学習課 

■図表：第２期計画期間の取組状況 ②わんぱくスポーツ教室 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度） 

延参加者数（人） 115 170 100 97 20 

資料：生涯学習課 

■図表：第２期計画期間の取組状況 ③図書館事業の団体貸出件数 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度） 

団体貸出（件数） 171 242 216 250 248 

資料：生涯学習課 

■図表：第２期計画期間の取組状況 ④お話し会の読み聞かせ延べ人数 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度） 

読み聞かせ（延べ人数） 0 13 182 194 160 

※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため平成 31 年 3 月～令和 3 年 11 月まで中止 

資料：生涯学習課 

■図表：第２期計画期間の取組状況 ⑥親と子の体験教室 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度） 

延参加者数（組） 35 60 35 36 46 

資料：生涯学習課 

■図表：第２期計画期間の取組状況 ⑦かわい寺子屋教室 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度） 

延参加者数（人） 120 75 0 102 48 

※令和 4 年度は定員満たず不開講 

資料：生涯学習課 

 

■第３期計画に向けた目標と課題 

①家庭教育の充実については、引き続き PTA により計画・実施をしていただきます。 

②わんぱくスポーツ教室については、スポーツを始めるきっかけづくりになる教室をめざしていき

ます。 

③図書館事業については、希望される本を少しずつ購入してきます。 

④お話し会については、申込制や人数制限を解除し自由に参加できるようにしていきたい。 

⑤絵本との出会い事業については、読み聞かせボランティアと図書館の職員および保健センター職

員での子育て支援に、多課で連携して進めていきます。 

⑥親と子の体験教室については、継続して実施していきます。 

⑦かわい寺子屋教室については、校区や学年の違う者同士の距離を縮めることが課題です。 

⑧放課後子ども教室については、中学校部活動の地域移行を実施するなかで、小学生が混乱無くス

ポーツが継続できる環境の整備を考えていきます。 
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〈第２期計画の基本施策５．子育てを支援する生活環境の整備〉 

■第２期計画での取組と実績 

①交通安全施設設置補修事業として、ガードレールやカーブミラー等の交通安全施設の設置と補修

を図りました。 

②小中学校の運動場や体育館、広場等の開放を、施設の空き時間を効率的に有効活用して実施しま

した。 

③豆山の郷でのつどいの広場は、オープン日には常に利用者がありました。 

 

■図表：第２期計画期間の取組状況 ①交通安全施設の設置・補修件数 

 第２期計画期間 

ガードレール（件数） 1 

カーブミラー（件数） 45 

資料：建設課 

 

■図表：第２期計画期間の取組状況 ②小学校の運動場や体育館、広場等の開放の稼働率 

 第２期計画期間 

第一小学校（％） 20 

第二小学校（％） 50 

資料：生涯学習課 

 

■第３期計画に向けた目標と課題 

①交通安全施設設置補修事業については、引き続き、安全な道路交通環境の整備に努めます。 

②公共施設等のバリアフリー化については、授乳コーナーやおむつ換えのベッドの設置なども継続

して実施していきます。 

③小中学校の運動場や体育館、広場等の開放については、継続して実施していきます。 

④豆山の郷でのつどいの広場については、継続して実施していきます。 
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〈第２期計画の基本施策６．子ども等の安全の確保〉 

■第２期計画での取組と実績 

①子どもの交通安全を確保するため、交通安全運動を実施しました。 

②子どもを犯罪等の被害から守るため、自主的防犯組織の育成やパトロールの促進、かがやきの森

こども園・小中学校での防犯対策、防犯灯設置補修、子どもたちへの防犯指導を実施しました。 

③「子ども 110 番の家」の旗を、子どもたちの緊急避難場所の目印として設置しました。また、

令和 4 年度から二小校区、令和６年度から一小校区で、各小学校 PTA により店舗に「子ども 110

番の店」として協力を依頼。子どもたちの安全を守るため、また、地域の防犯力向上のため取り

組みを支援しました。 

 

■第３期計画に向けた目標と課題 

①子どもの交通安全を確保するための交通安全運動については、今後も事業内容を多くの方に周知

し、実施していきます。 

②子どもを犯罪等の被害から守るための活動については、今後も事業内容を多くの方に周知し、実

施していきます。 

③引き続き「子ども 110 番の家」の旗については設置していきます。また、子どもの登下校時の

立哨ボランティアだけではなく、同じ時間帯により多く地域の目を向けることで、子どもを犯罪

等の被害から守ることを推進していきます。 

 

 

〈第２期計画の基本施策７．支援の必要な子ども・子育て家庭へのきめ細かな取り組み〉 

■第２期計画での取組と実績 

①いきいき河合っ子ネットワーク（虐待防止活動等の連携）の充実のため、専属の担当職員による

家庭相談室を設け、連携をとりやすい窓口としました。 

②要保護児童への対応のため、児童福祉施設への入所調整などを行いました。 

③学童保育などの保育サービスに関する障がい児の受け入れをしました。 

④子どもの人権についての啓発・教育を、行政全体として実施しました。 

 

■図表：第２期計画期間の取組状況 ②要保護児童への対応件数 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

要保護児童への対応 

（件数） 
0 2 0 3 2 

資料：子育て健康課 
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■第３期計画に向けた目標と課題 

①いきいき河合っ子ネットワークについては、こども家庭センターとともに対応していきます。 

②要保護児童への対応については、専属の職員の設置に向けて対応していきます。 

③令和 7 年度には学童保育入所申請者 190 人のうち、2 割弱が支援の必要な子どもたちとなるた

め、受け入れの拡大を図ります。 

④障がい児等家庭への相談支援体制の整備については、障がいを持つ家庭の保護者同士のサークル

を展開するには各課の連携が必要で、特に保健センターでの神経発達症の情報の共有とフォロー

が重要なため、現時点の体制では困難と考え、サークル活動ではなく、児童発達支援センターの

設置等で対応していきます。 

⑤子どもの人権についての啓発・教育は、継続して実施していきます。 
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第３章 計画の基本的な考え方 

第２期河合町子ども・子育て支援事業計画においては、河合町次世代育成支援後期行動計画を引

き継ぎ、「計画の基本的な考え方」として、「基本理念」及び「基本的な視点」を掲げ、計画を推進

してきました。 

この「基本的な考え方」は、河合町における子どもの育ちや子育てを支援・応援するうえにおい

ては普遍的なものであるため、「第３期河合町子ども・子育て支援事業計画」においても、基本的に

はこの理念を踏襲すべきものであると考えます。 

ただし、河合町の子育て環境の変化、ニーズ調査の結果、第２期計画の成果と課題等を踏まえ、

基本理念に基づく「基本目標」と「基本施策」、及び具体的な取組内容という施策体系については、

第２期計画を引き継ぎつつ、主に以下の課題に対応していきます。 

 

■問題を発見・相談しやすい体制の構築 

●ニーズ調査や第 2 期計画の実績からは、支援の必要な子どもや家庭が、必ずしも相談につながっ

ていない現状がみられます。 

●こども家庭センターの充実など、利用しやすく、支援につなぎやすい相談体制を構築する施策の

充実に努めます。 

 

■仕事と子育ての両立へのさらなる支援 

●統計データやニーズ調査からは、女性の就労が増え、よりいっそう保育ニーズが高まることが予

測されます。 

●町立認定こども園や私立保育園、学童保育所で保育の需要に対応し、保護者の負担を和らげる施

策を充実します。 
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１．基本理念 

計画の基本理念については、第２期計画を引き継ぎ、普遍的な理念として、以下のような子育て

と教育を支援するまちの実現を目指します。 

 

子どもが輝き みんなの心を結ぶまち 

 

 

２．基本的な視点 

計画の基本的な視点についても、子ども・保護者・地域という３つの視点に立ち、河合町のすべ

ての人が主体となって計画に取り組むという考え方を継承します。 

 

（１）子どもの視点 

世界中の子どもが健やかに成長できるようにとの願いから国連で採択された「子どもの権利条約」

を守り、子どもの様々な権利を擁護することが求められており、本計画においても、子どもの幸せ

を第一に考え、子どもの利益を最大限に尊重するものとします。 

また、子どもたちは次代の親となるものであり、長期的視点に立ち豊かな人間性の育成への取り

組みを進めます。 

 

（２）子育てに取り組む保護者の視点 

親などの保護者が子育てについての第一義的な責任を有するという認識とともに、子育ての喜び

を実感できるような取り組みを進めます。 

家族形態や保護者の就労状況など、子育て家庭生活実態は様々であり、保育サービスなどへのニ

ーズも多様化しており、子育てする保護者の視点に立って、きめ細やかに対応ができるように、柔

軟かつ総合的な取り組みを進めます。 

 

（３）地域ぐるみの視点 

子どもは地域社会を構成する重要な一員であり、国や県、市町村はもとより、企業や地域を含め

た社会全体で子育て・子育ちを支援することも必要です。地域の人材や自然、歴史などの資源を有

効に活用しながら、地域ぐるみで次世代を担う子どもたちの育成支援の取り組みを進めます。 
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３．施策体系 

基本理念、基本的な視点に基づき、次のような３つの基本目標と７つの基本施策を定めます。 

 

基本目標 
 

基本施策 
 

取組内容 
 掲載箇所 

（第２部） 

       

Ⅰ. 

子どもを安心し

て産み育てるこ

とができるまち 

 １. 

地域における子

育て支援 

 （１）地域における子育て支援の充実  

第７章 

 １． 

    
  （２）保育サービスの充実  
    
  （３）子育て支援のネットワークづくり  
      

 ２. 

母子並びに乳幼

児の健康の確保

及び増進 

 （１）子どもや母親の健康の確保  

第７章 

 ２． 

    
  （２）「食育」の推進  
    
  （３）思春期保健対策の充実  
    
  （４）小児医療等の充実  
      

 ３. 

職業生活と家庭

生活との両立の

推進 

 （１）仕事と生活の調和の実現のための 

働き方の見直し 
 

第６章     
  

（２）仕事と子育ての両立の支援 
 

       

Ⅱ． 

心身ともに健や

かな子どもの成

長を支えるまち 

 ４. 

子どもの心身の

健やかな成長に

資する教育環境

の整備 

 （１）子どもの生きる力の育成に向けた 

学校の教育環境等の整備 

 

第７章 

 ３． 

    
  

（２）家庭や地域の教育力の向上 
 

       

Ⅲ． 

すべての子ども

が尊重され、安

全で住みよいま

ち 

 ５. 

子育てを支援す

る生活環境の整

備 

 （１）良好な住宅の確保  

第７章 

 ４． 

    
  （２）安全な道路交通環境の整備  
    
  （３）安心して外出できる環境の整備  
    
  （４）安全・安心のまちづくり等の推進  
      

 ６. 

子ども等の安全

の確保 

 （１）子どもの交通安全を確保するための 

活動の推進 
 

第７章 

 ５． 
    
  （２）子どもを犯罪等の被害から守るための 

活動の推進 
 

      

 ７. 

支援の必要な子

ども・子育て家

庭へのきめ細や

かな取り組み 

 （１）子どもの貧困への対策  

第５章 

    
  （２）児童虐待防止対策の充実  
    
  （３）子どもの人権を尊重する環境づくり  
    
  （４）ひとり親家庭の自立支援の推進  
    
  （５）障がい児など特別な支援の必要な子ども

への施策の充実 
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図表：【参考】「子ども・子育て関連３法」について 

〈幼児期の学校教育・保育及び地域の子ども・子育て支援を総合的に推進するため〉 

 

〈名称〉 

◎子ども・子育て支援法 

◎就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律 

◎子ども・子育て支援法及び認定こども園法の一部改正法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律 

 

〈制度の目的〉 

１．質の高い幼児期の学校教育、保育の総合的な提供 

幼児教育と保育を一体的に提供する「認定こども園」の改善（整備）を目指す。 

２．保育の量的拡大・確保 

   保育の質を確保しながら、より多くのニーズに応えるため地域型保育給付と呼ばれる、「小規模保育」、「家庭

的保育」、「居宅訪問型保育」、「事業所内保育」など、さまざまな手法による保育に対するメニューを充実させ

て待機児童の解消を目指す。 

３．地域の子ども・子育て支援の充実 

   地域における子育て支援に関するさまざまなニーズに応えられるよう、「学童保育所」、「一時預かり」、「延長

保育」、「地域子育て支援拠点事業」などの事業の拡充を図る。 
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第２部〈子ども子育て支援事業計画〉 
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第１章 教育・保育提供区域の設定 

１．区域設定の考え方（国の基準） 

区域設定については、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、現在の教育・保育の利

用状況、教育・保育を提供するための施設の整備の状況その他の条件を総合的に勘案して、小学校

区単位、中学校区単位、行政区単位等、地域の実情に応じて、保護者や子どもが居宅より容易に移

動することが可能な区域（以下「教育・保育提供区域」という。）を定める必要があります。 

その際、教育・保育提供区域は、地域型保育事業の認可の際に行われる需給調整の判断基準とな

ることを踏まえて設定することが求められます。 

河合町の場合、小学校区２、中学校区２、保健センター区域１、行政区単位１となっており、保

健センター区域及び行政区単位では区域設定は一つになります。 

 

２．区域設定 

比較検討の結果、教育・保育の視点からみて、保健センター単位を教育・保育提供区域とします。

なお、住民ニーズや各事業の利便性等において区域の拡大や縮小が必要となる場合には、一定の配

慮をするものとします。 

また、事業計画を見直す場合には、区域設定についても併せて必要があれば検討を行います。 

 

■図表：区域設定 

小学校区 中学校区 保健センター区域 

河合第一小学校 河合第一中学校 河合町行政区単位 

（教育・保育提供区域） 河合第二小学校 河合第二中学校 
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■図表：河合町の教育・保育関連施設 
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第２章 幼児期の教育・保育の量の見込みと提供体制 

１．幼児期の教育・保育の量の見込み 

これまでの利用実績、ニーズ調査結果、人口推計等から、認定の区分ごとに必要な量の見込みを

算出、設定します。 

 

２．提供体制の確保の内容及びその実施時期 

○設定した「量の見込み」に対応するよう「教育・保育施設及び地域型保育事業による確保の内容

及び実施時期（確保方策）」を設定します。 

 

【確保方策】 

○本町では、町立認定こども園１園、私立保育所１園体制で確保します。 

 

■図表：量の見込みと確保方策 

単位：人 

    令和７年度 令和８年度 

    

１号 

２号 

３号 １号 

２号 

３号 
    

幼稚園 

の希望 

が強い 

左記 

以外 

幼稚園 

の希望 

が強い 

左記 

以外 

①量の見込み 82 0 157 101 79 0 157 108 

②確保方策 
特定教育・保育施設 82 157 101 79 157 108 

特定地域型保育事業 0 0 0 0 0 0 0 0 

 

令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

１号 

２号 

３号 １号 

２号 

３号 １号 

２号 

３号 
幼稚園 

の希望 

が強い 

左記 

以外 

幼稚園 

の希望 

が強い 

左記 

以外 

幼稚園 

の希望 

が強い 

左記 

以外 

71 0 162 116 68 0 162 125 50 0 177 135 

71 162 116 68 162 125 50 177 135 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 

■図表：【参考】園児数の推移（再掲） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

保育所入所者数（人） 282 277 267 291 300 

幼稚園入所者数（人） 122 107 97 91 92 

待機児童数（人） 0 0 1 0 3 
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第３章 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制 

（１）利用者支援 

【概要】 

子ども及びその保護者が、認定こども園・幼稚園・保育所での教育・保育や、一時預かり、放課

後児童クラブ等の地域子育て支援事業等の中から適切なものを選択し円滑に利用できるよう、身近

な場所で相談等の支援を行います。 

 

【実施方針】 

身近な場所に設置することにより、情報提供・相談支援等に加えて、虐待などの予防的な効果も

期待されることから、町内１か所に設置しています。 

 

【確保方策】 

○町内１か所（こども家庭センター）を実施場所に位置づけます。 

 

■図表：量の見込みと確保方策 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み（か所） 1 1 1 1 1 

②確保方策（か所） 1 1 1 1 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用者支援事業 

（子育て中の親子が 

集まりやすい身近な場所）

利用者支援実施施設 
子どもをあずけたい… 

子どものことで気にかかる… 

子育てがしんどい… 

子育て中の親子など 

相談に対応 

情報を提供 

個別ニーズ 

の把握 

利用者支援専門員 

保健・医療・福祉などに 

関係する施設・事業 

認定こども園

指定障害児 

相談支援 

事業所 

保健センター 

など 
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（２）地域子育て支援拠点事業 

【概要】 

核家族化や地域のつながりの希薄化にともなって家庭や地域の子育て機能が低下したことや、子

育て中の保護者の孤独感・不安感・負担感の増大等に対応するため、地域の身近な場所で乳幼児と

保護者の相互の交流、子育てに関する相談、情報の提供、助言などの支援を行います。 

 

【実施方針】 

総合福祉会館「豆山の郷」において、ますます充実した活動が行われるよう体制の充実を図りま

す。 

 

【確保方策】 

〇総合福祉会館「豆山の郷」でつどいの広場を実施し、利用の推進を図ります。 

 

■図表：量の見込みと確保方策 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み（人回） 1,100 1,000 900 800 800 

②確保方策（か所） 1 1 1 1 1 

 

■図表：【参考】第２期計画期間の利用実績 つどいの広場事業の利用者数・実施回数の推移（再掲） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

延利用者数（人） 892 329 1,216 1,346 1,249 

実施回数（回） 135 99 384 367 380 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域子育て支援拠点事業 

地域子育て支援拠点 

地域の身近なところで、 

気軽に親子の交流や 

子育て相談ができる場所 

① 子育て親子の交流の場の提供と交流の促進 

② 子育てなどに関する相談、援助の実施 

③ 地域の子育て関連情報の提供 

④ 子育ておよび子育て支援に関する講習などの実施 

事業の概要 

○行政や NPO 法人など多様な主体が担い手となる 

○子育て中の当事者同士が支えあう 

地域の 

子育て力

を向上 
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（３）妊婦に対する健康診査 

【概要】 

妊婦の健康管理の充実や経済的負担の軽減を図り、安心して妊娠・出産ができるよう、医療機関

で受ける妊婦健康診査（医学的検査を含む）にかかる費用のうち、一定の額を公費で負担するもの

です。 

 

【実施方針】 

見込まれる利用量に対応できる提供体制を整備します。 

 

【確保方策】 

〇医療施設との連携など、見込まれる利用量に対応できる提供体制を整備します。 

 

■図表：量の見込みと確保方策 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み（人） 60 60 60 60 60 

①量の見込み（回） 

 健診助成回数 
840 840 840 840 840 

②確保方策 県内・県外の妊婦が希望する施設で対応 

※健診助成回数（一人あたり 14 回） 

 

■図表：【参考】第２期計画期間の利用実績 妊娠届出数の推移（再掲） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度） 

妊娠届出数（人） 62 65 67 76 54 

初妊婦数（人） 29 35 34 32 17 

 

■図表：【参考】第２期計画期間の利用実績 妊婦一般健康診査の推移（再掲） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度） 

受診実人員（人） 100 100 109 108 98 

受診延人員（人） 724 778 731 856 707 

健診助成回数（回） 1,400 1,400 1,526 1,512 1,372 

 

 

 

 

 

 

妊婦健康診査 

事業の概要  ：① 健康状態の把握…妊娠週数に応じた問診・診察など。 

② 検査計測…妊婦さんの健康状態と赤ちゃんの発育状態を確認するための基本検査。

③ 保健指導…食事や生活に関するアドバイス。 

妊娠・出産・育児への不安や悩みの相談。 

家庭的・経済的問題への個別の支援を必要とする人への対応。 

＋ 

○妊娠期間中の適時に「必要に応じた医学的検査」…血液検査、超音波検査 など 
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（４）乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業） 

【概要】 

生後４か月までの乳児のいる家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や養育環境等の把握を

行い、適切なサービスの提供につなげるものです。 
 

【実施方針】 

見込まれる利用量に対応できる提供体制を整備します。 
 

【確保方策】 

〇第１子も含めすべての乳児のいる家庭を対象に実施していきます。養育支援が必要と思われる家

庭については、養育支援訪問事業で継続的な支援を実施します。 
 

■図表：量の見込みと確保方策 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み（人） 

 ０歳児推計 
65 65 65 65 65 

②確保方策 民生児童委員による訪問で対応 
 

■図表：【参考】第２期計画期間の利用実績 乳児家庭全戸訪問事業（再掲） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度） 

対象者数（人） 60 62 73 65 56 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）乳幼児訪問指導 

【概要】 

母子保健法に基づき、乳幼児のいる家庭を対象として、必要な訪問指導を行います。 
 

【確保方策】 

〇地区担当の保健師による訪問で対応します。 

○助産師によるヘルスビジター（研修を受けた専門家による訪問）も検討します。 

乳児家庭全戸訪問事業 

① 育児の不安や悩みに耳を傾ける 

② 子育て支援の情報提供 

③ 親子の心身の状況や養育環境の把握

事業の概要  ：生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、 

子育て支援に関する情報提供や養育環境などの把握を行う。

訪問内容 

訪問者 

○支援が必要な家庭に対し、 

「養育支援訪問事業」など 

適切なサービスの提供につなげる。

○保健師・助産師・看護師 

○保育士・母子保健推進員・民生児童委員・子育て経験者 など幅広く登用



第３章 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制 

59 

（６）養育支援訪問事業 

【概要】 

養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関する指導・助言等を行うこと

により、当該家庭の適切な養育の実施を確保する事業です。 

 

【実施方針】 

見込まれる利用量に対応できる提供体制を整備します。 

 

【確保方策】 

〇養育支援が必要な家庭に対して、保育士や栄養士、ヘルパー等を派遣し、家事援助を含めた養育

支援事業を実施します。 

 

■図表：量の見込みと確保方策 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み（人日／年） 6 6 6 6 6 

②確保方策（人日／年） 6 6 6 6 6 

 

※養育支援訪問事業については、第２期計画期間には実施しませんでした。 

 

■図表：【参考】第２期計画期間の利用実績 児童虐待認知件数（再掲） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度） 

児童虐待認知延件（件） 48 50 44 45 37 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

養育支援訪問事業 

事業の概要  ：養育支援が特に必要な家庭を訪問し、養育に関する指導・助言などを行うことにより、 

家庭の適切な養育の実施を確保する。 

訪問内容 

訪問者 

○保護者の育児・家事など、 

養育能力を向上させるための支援

○【専門的相談支援】保健師・助産師・看護師・保育士 など

○【育児・家事援助】子育て経験者・ヘルパー など 

○産褥期の育児支援や家事援助 

○未熟児や多胎児への育児支援・栄養指導 
○養育者の身体・精神の不調への相談・指導

○若年の養育者への相談・指導 

○児童養護施設等を退所後のアフターケア 
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（７）一時預かり事業（幼稚園型） 

【概要】 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった場合、通常の幼稚園教育時間の終了後、

園児を預かる事業です。 

 

【実施方針】 

見込まれる利用量に対応できる提供体制を整備・検討します。 

 

【確保方策】 

認定こども園や幼稚園において、在園児を対象とした一時預かり事業を実施します。 

 

■図表：量の見込みと確保方策 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み（人 ／年 ） 654 611 571 534 499 

②確保方策 （人 ／年 ） 654 611 571 534 499 

実施か所数（か所） 3 3 3 3 3 

 

■図表：【参考】第２期計画期間の利用実績 一時預かり事業（幼稚園型）（再掲） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

延利用人数（人） 1,140 1,576 1,196 1,119 1,198 

実施か所数（か所） 5 5 4 3 5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一時預かり事業 

一般型 

事業の概要  ：急な用事や短期のパートタイム就労のほか、リフレッシュしたいときなど、主に昼間に、 

認定こども園などで、子どもをあずかる。 

幼稚園型 居宅訪問型 

余裕活用型 

認定こども園などに通園していない子どもを、 

認定こども園や地域子育て支援拠点などであずかる。 

在園児を、昼過ぎごろまでの教育時間終了後や、 

土曜日などに、幼稚園であずかる。 

利用している子どもの数が定員に達していない 

保育所などで、定員の範囲内であずかる。 

子どもの居宅を保育士などの職員が訪問して、

必要な保護を行う。 
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（８）一時預かり事業（一般型）、子育て短期支援事業（トワイライトステイ） 

【概要】 

保護者の私用などで、一時的に家庭で保育できない場合に利用するものです。 

事業としては一時預かりのほか、子育て短期支援事業、子育て援助活動支援事業が想定されてい

ます。 

 

【実施方針】 

見込まれる利用量に対応できる提供体制を整備・検討します。 

 

【確保方策】 

〇現在実施している一時預かり事業と、希望があれば子育て短期支援事業も利用できるよう対応し

ていきます。 

 

■図表：量の見込みと確保方策 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み（人日／年） 276 258 241 225 210 

②確保方策 （人日／年） 276 258 241 225 210 

実施か所数（か所） 1 1 1 1 1 

 

■図表：【参考】第２期計画期間の利用実績 一時預かり事業（一般型）（再掲） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

延利用人数（人） 117 42 246 330 214 

実施か所数（か所） 1 1 1 1 1 

 

■図表：第２期計画期間の利用実績 子育て短期支援事業（トワイライトステイ）（再掲） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

延利用人数（人） 0 0 0 0 0 

実施か所数（か所） 0 0 0 0 0 

資料：子育て健康課 

 

 

 認定こども園以外での 

一時預かりなどの事業 

トワイライトステイ（夜間養護等） 

事業の概要  ：平日の夜間などに子どもの保育ができないときに、一時的に子どもをあずかり、 

生活指導、食事提供などを行う。 

実施する場所 ：児童養護施設、母子生活支援施設、乳児院、保育所 など 
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（９）子育て短期支援事業（ショートステイ） 

【概要】 

保護者が疾病等で児童の養育が一時的に困難となった場合に、施設で児童を保護・養育するもの

です。 

 

【実施方針】 

ニーズ調査結果ではニーズはありませんでした。今後も、最低利用人数に対応できる提供体制を

維持していきます。 

 

【確保方策】 

〇今回の調査ではニーズはありませんでしたが、引き続き町外施設への委託で確保します。 

 

■図表：量の見込みと確保方策 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み（人日／年） 2 2 2 2 2 

②確保方策（人日／年） 2 2 2 2 2 

実施か所数（か所） 1 1 1 1 1 

 

■図表：【参考】第２期計画期間の利用実績 子育て短期支援事業（ショートステイ）（再掲） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

延利用人数（人） 0 0 0 0 0 

実施か所数（か所） 1 1 1 1 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子育て短期支援事業 

ショートステイ（短期入所生活援助） 

事業の概要  ：保護者の出張や冠婚葬祭、病気などにより、子どもの保育ができないときに

短期間の宿泊で子どもをあずかる。 

実施する場所 ：児童養護施設、母子生活支援施設、乳児院、保育所 など
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（10）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

【概要】 

育児等へのサポートを依頼したい会員に対して、世話したい子育て経験者等の会員が、有料でサ

ポートを提供するものです。 

 

【実施方針】 

見込まれる利用量に対応できる民間の提供体制を整備・検討します。 

 

【確保方策】 

〇近隣地域の民間活力も検討します。 

 

■図表：量の見込みと確保方策 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み（人／年） 5 5 5 5 5 

②確保方策 （人／年） 5 5 5 5 5 

実施か所数（か所） 1 1 1 1 1 

 

 

※ファミリー・サポート・センターについては、第２期計画期間には設置しませんでした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子育て援助活動支援事業 
事業の概要  ：乳幼児や小学生などの子育て中の保護者を会員として、 

子どものあずかりなどの援助を受けたい人と、援助を行いたい人との、

相互に助け合う活動に関する連絡・調整を行う。 

援助の申し入れ 援助の打診

援助の提供 

援助の依頼 

マッチング

依頼会員 

援助を受けたい会員 

援助会員 

援助を行いたい会員 

ファミリー・サポート・センター 
【相互援助組織】 

アドバイザー 
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（11）病児・病後児保育事業、子育て援助活動支援事業（病児・緊急対応強化事業） 

【概要】 

子どもが病気又は病気の回復期にあり、保育所等が利用できず、保護者も就労等で保育できない

場合に利用するものです。 

 

【実施方針】 

ニーズに対応するため、町外施設へ委託するとともに、緊急時に対応できるよう地域の活力を生

かした支え合いの体制づくりを検討します。 

 

【確保方策】 

〇引き続き、町外施設へ委託し対応していきます。 

 

■図表：量の見込みと確保方策 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み（人日／年） 3 3 3 3 3 

②確保方策（人日／年） 3 3 3 3 3 

実施か所数（か所） 2 2 2 2 2 

 

■図表：【参考】第２期計画期間の利用実績 病児・病後児保育事業（再掲） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

延利用人数（人） 2 2 0 1 16 

実施か所数（か所） 2 2 2 2 2 

※病児保育：【ぞうさんのおうち】土庫こども診療所（大和高田市） 

※病後児保育：こどもの森阪手保育園（田原本町） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

病児・病後児保育事業 【病児対応型・病後児対応型】 

③利用申込

事業の概要  ：病気や病後の子どもを、保護者が家庭で保育できない場合に、 

病院・保育所などに付設された専用スペースで、看護師などが一時的にあずかる。

利用児童 （保護者） 

④受入決定

①受診 

※市町村を通じて 

利用申込を行う場合もある 

②診断 

（連絡票の交付） 

かかりつけの 医師 病院・保育所など 
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（12）産後ケア事業 

【概要】 

助産所や対象者の居宅において、助産師等が中心となり、母親の身体回復と心理的な安定を促進

するとともに、母親自身がセルフケア能力を育み、母子とその家族が健やかな育児を支援すること

を目的とします。 

 

【実施方針】 

見込まれる利用量に対応できる体制を整えています。 

 

【確保方策】 

〇４つの助産院に委託し、出産後の心身ともに不安定な時期に必要な母子への心身のケアや育児の

サポートを行います。 

 

■図表：量の見込みと確保方策 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み（人／年） 25 27 29 30 30 

②確保方策（人／年） 25 27 29 30 30 

 

■図表：【参考】第２期計画期間の利用実績 産後ケア（再掲） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

延利用者数（人） 0 0 8 10 23 

 

（13）子育て世帯訪問支援事業 

【概要】 

訪問支援員が、家事・子育て等に対して不安・負担を抱えた子育て家庭、妊産婦、ヤングケアラ

ー等がいる家庭に訪問し、家事・子育て等の支援を実施することで家庭や養育環境を整え、虐待リ

スク等の高まりを未然に防ぐための事業です。 

 

【実施方針】 

見込まれる利用量に対応できる提供体制を整えています。 

 

【確保方策】 

現在、委託している民間事業者（２事業所）で対応していきます。 

 

■図表：量の見込みと確保方策 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み（人日／年） 60 60 60 60 60 

②確保方策（人日／年） 60 60 60 60 60 
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（14）時間外保育事業（延長保育事業） 

【概要】 

保護者の勤務時間や通勤時間の都合で、保育標準時間を超えて継続的に保育が必要な場合や、急

な残業等で一時的に保育時間の延長が必要な場合に利用するものです。 

 

【実施方針】 

見込まれる利用人数に対応できる提供体制を整えています。 

 

【確保方策】 

〇町内２か所のかがやきの森こども園、西大和保育園において時間外保育を提供します。 

 

■図表：量の見込みと確保方策 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み（人） 122 120 118 116 114 

②確保方策（人） 122 120 118 116 114 

実施か所数（か所） 2 2 2 2 2 

 

■図表：【参考】第２期計画期間の利用実績 延長保育事業（再掲） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

実利用人数（人） 115 134 142 127 122 

実施か所数（か所） 2 2 2 2 2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時間外保育事業 

対象になる児童：第２号または第３号の認定を受け、保育所等を利用している子ども 

実施する場所 ：利用している保育所等 

事業の概要  ：通常の利用日および利用時間帯以外の日および時間に、引き続き保育を実施 

短時間

時間外

時間外時間外

19:0018:0017:0016:0015:0014:0013:0012:0011:0010:009:008:00

通常

通常

7:00

標準時間
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（15）放課後児童健全育成事業 

【概要】 

保護者が就労等により昼間家庭にいない小学校１年生から６年生までの児童が、学童保育所（放

課後児童クラブ）を利用するものです。 

 

【実施方針】 

見込まれる利用人数に対応できる提供体制を整備します。 

 

【確保方策】 

〇提供区域ごとの確保の方策は次のとおりとします。 

〇各小学校（第一小学校、第二小学校）で実施します。 

  〇指導員不足による保育の質の低下を防ぐため、民間事業者を活用し指導員不足の解消をめざします。 

 

■図表：量の見込みと確保方策 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み（人） 188 190 184 179 176 

1 年生（人） 55 51 47 43 46 

 2 年生（人） 47 53 48 44 41 

 3 年生（人） 32 43 49 45 42 

 4 年生（人） 36 26 28 34 33 

 5 年生（人） 13 13 9 10 11 

 6 年生（人） 5 4 3 3 3 

確保方策（人） 188 190 184 179 176 

 

■図表：【参考】第２期計画期間の利用実績 学童保育（再掲） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

１年生（人） 39 48 53 39 49 

２年生（人） 46 39 42 51 38 

３年生（人） 33 32 29 40 49 

４年生（人） 16 12 20 22 31 

５年生（人） 8 7 5 10 5 

６年生（人） 2 4 2 3 4 

低学年（人） 118 119 124 130 136 

高学年（人） 26 23 27 35 40 

実施か所数（か所） 2 2 2 2 2 

 

 

学童保育所 
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（16）実費徴収に係る補足給付を行う事業 

【概要】 

教育・保育認定保護者及び、施設等利用給付認定保護者のうち、低所得で生計が困難である者等

の子どもが、特定教育・保育等又は特定子ども・子育て支援を受けた場合において、当該保護者が

支払うべき実費徴収に係る費用の一部を補助することにより、これらの者の円滑な特定教育・保育

等又は特定子ども・子育て支援等の利用を図り、すべての子どもの健やかな成長を支援することを

目的とする事業です。 

 

【実施方針】 

○福祉と教育委員会の両方に関わる事業です。 

○新制度における利用料は無償となりましたが、日用品・文房具等に関しては実費徴収となるため、

低所得者の負担軽減策として実施しています。 

○今後も低所得等を対象に、副食費に係る補足給付を行います。 

 

（17）多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 

【概要】 

特定教育・保育施設等への民間事業者の参入の促進に関する調査研究その他多様な事業者の能力

を活用した特定教育・保育施設等の設置又は運営を促進するための事業です。 

 

【確保方策】 

民間事業者の新規参入については、必要に応じて検討します。 
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第４章 保育に関する新たな事業体制の確保 

１．乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度） 

〇「こども未来戦略」に基づき、新たに創設されることとなった「こども誰でも通園制度」。 

全てのこどもの育ちを応援し、こどもの良質な成育環境を整備するとともに、全ての子育て家庭

に対して、就労要件を問わない形での支援を強化するための新たな制度です。家庭にいるだけで

は得られない様々な経験を通じて、こどもが成長していくように、こどもの育ちを応援すること

が主な目的です。令和 8 年度より事業を実施していきます。 

 

・対象児：保育所等に通っていない生後６か月から３歳未満児 

・利用可能時間：月一定時間の中、時間単位で利用可能 

 

■図表：量の見込みと確保方策 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み（人日） 0 7 6 6 5 

②確保方策（人日） 0 7 6 6 5 

 

 

２．小規模保育事業 

〇小規模保育事業とは、児童福祉法に基づく町の認可事業(地域型保育事業)で、施設の運営等に関

する基準は認可保育所に準じ、就労等の「保育を必要とする事由」により、家庭で保育ができな

い保護者に代わってお子さまをお預かりする事業のひとつです。 

   ０～２歳児を対象とし、定員 6～19 人の比較的小さな施設であり、規模の特性を生かしたきめ

細かな保育を実施するものです。 

今後、待機児童の動向を見ながら、町内設置に向けて民間事業所の活用も検討していきます。 
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第５章 支援の必要な子ども・子育て家庭へのきめ細やかな取り組み 

１．子どもの貧困への対策 

〇国の「子どもの貧困対策に関する大綱」などを踏まえ、子育て家庭の経済的な負担の軽減や、子

どもの学習支援などの施策に、庁内各課が横断的に取り組みます。 

〇教育機関、福祉機関、地域住民など、多様な関係者の連携により、支援の必要な子どもや子育て

家庭の情報を共有し、適切な支援につなげる体制の構築に努めます。 

 

【具体的事業】 

整理 

番号 
事業名 事業内容 担当部署 

1 子ども食堂の推進 

家庭で孤食の傾向にある子どもなどを対象

に、食事の提供を通じて、子どもの居場所づ

くりを実施する団体を応援します。 

民間団体 

2 学習支援の推進 
子どもへの学校以外の場での学習の機会を

提供します。 
生涯学習課 

3 

生活困窮者自立支援

制度の周知（中南和

自立支援サポートセ

ンター） 

県として実施している経済的な支援を必要

とする子育て家庭を対象に、子どもの学習支

援事業や、保護者の就労支援事業などの利用

の周知を図ります。 

福祉政策課 

4 就学支援制度の周知 

国の高等教育の就学支援新制度の周知を図

り、学習意欲のある子どもの進学を推進しま

す。 

教育総務課 

 

 

２．児童虐待防止対策の充実 

〇児童虐待防止対策のため、地域の子育て支援活動と連携して、地域ぐるみの虐待の予防体制の強

化を図るとともに、相談体制の充実を図ります。 

〇虐待の早期発見、早期対応に努め、児童相談所の権限や専門性を要する場合には、遅滞なく児童

相談所の介入を求め、関係機関との連携強化に努めます。 

〇保護者に監護させることが適当でない児童を保護するとともに、養育に大きな困難を抱える家庭

への支援に努めます。 

〇子育て及び母子保健等の町担当部局、児童相談所、児童委員及び児童家庭支援センターその他の

児童福祉施設、学校、警察、医療機関並びにＮＰＯ、ボランティア等の民間団体等の幅広い関係

者の参加による児童虐待の防止体制の強化を図ります。 
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３．子どもの人権を尊重する環境づくり 

○児童虐待やいじめの予防と、早期発見、早期対応を図るため、町・認定こども園・小中学校・民

生児童委員・警察・児童相談所などの関係機関により、いきいき河合っ子ネットワーク（河合町

要保護児童対策地域協議会）を設置しています。今後も、いきいき河合っ子ネットワークの充実

強化を図るとともに、引き続き適切な対応や支援ができるよう連携強化に努めます。 

〇教育施策においては、不登校やいじめなどの問題の未然防止、早期発見、早期対応に向けて、家

庭や関係機関とも連携しながら、すべての教職員の共通認識のもと、組織的に一貫性のある校内

指導体制を確立し、心に届く生徒指導を推進します。また、スクールカウンセラー等による教育

相談の充実に努めます。 

〇いきいき河合っ子ネットワーク（河合町要保護児童対策地域協議会）などにおいて関係機関と連

携し、早い段階からの支援に取り組むことにより、不登校の状態が小学校低学年から高学年、高

学年から中学校へと慢性化してしまうことを防ぐよう努めます。 

 

【具体的事業】 

整理 

番号 
事業名 事業内容 担当部署 

5 

いきいき河合っ子ネ

ッ ト ワ ー ク の 充 実

（虐待防止活動等の

連携） 

庁内関係課・学校・民生児童委員・警察・児

童相談所等と連携し、虐待に対応するいきい

き河合っ子ネットワークの充実に努めます。 

河合町こども家庭センターでの総合的な対

応を進めています。 

子育て健康課 

6 要保護児童への対応 

乳児院、児童養護施設等、児童福祉施設への

入所調整などを行います。対象児童の安全の

ため、最善の策を考え対応しています。 

子育て健康課 

7 教育相談 

不登校、いじめなどの悩みや問題を抱える児

童・生徒や保護者を対象に、教育委員会総務

課で随時教育相談を行います。 

教育総務課 

8 
スクールカウンセラ

ー設置事業 

不登校やいじめなどに関する相談に対応し

て解決を図るため、スクールカウンセラーを

中学校区に配置します。 

教育総務課 

9 子育て相談 

専門家による、不登校やひきこもり状態の子

どもや家族への支援につなげるため、こども

家庭センターで随時子育て相談を行います。 

子育て健康課（こど

も家庭センター） 
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■第３期計画での主な取組：【こども家庭センターの役割】 

 

○令和 6 年度から、子ども家庭総合支援拠点（児童福祉）と子育て世代包括支援センター（母子保

健）の設立の意義や機能は維持した上で組織を見直し、全ての妊産婦、子育て世帯、子どもへの

一体的に相談支援を行うために開設しました。 

 

○この相談機関では、妊娠届から妊産婦支援、子育てやこどもに関する相談を受けて支援をつなぐ

ためのマネジメント等を担います。 

   

○要保護児童対策地域協議会において把握した要支援児童及び要保護児童等に対して、切れ目のな 

い支援を提供し、子育て支援施策と母子保健施策との連携・調整を図り、より効果的な支援につ 

なげるために、要保護児童対策地域協議会と連携して、一体的に支援を実施します。 

 

【図表】こども家庭センター（イメージ図） 

 

 

 

※医師、歯科医師、栄養士・管理栄養士、歯科衛生士、理学療法士、心理職などの専門職の配置・連携も想定 
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４．ひとり親家庭の自立支援の推進 

〇ひとり親家庭の自立支援について、子育て短期支援事業、母子家庭等日常生活支援事業、保育及

び放課後児童健全育成事業の利用に際しての配慮等、各種支援施策を推進します。 

〇母子及び寡婦福祉法等に基づき国及び県等が策定する母子家庭及び寡婦自立促進計画等、子育

て・生活支援策、就業支援策、養育費の確保策及び経済的支援策（四本柱として）等、総合的な

自立支援を推進します。 

 

【具体的事業】 

整理 

番号 
事業名 事業内容 担当部署 

10 
ひとり親家庭への情

報提供・相談 

ひとり親家庭への情報提供と相談を実施し

ます。 
子育て健康課 

 

 

５．障がい児など特別な支援の必要な子どもへの施策の充実 

〇障がいの原因となる疾病及び事故の予防、早期発見並びに治療の推進を図るため、妊婦及び乳幼

児に対する健康診査並びに学校における健康診断等を推進します。 

〇障がい児等特別な支援が必要な子どもの健全な発達を支援し、身近な地域で安心して生活できる

よう自立支援医療（育成医療）の給付や、年齢や障がい等に応じた専門的な医療や療育の支援を

目指します。 

〇保健、医療、福祉、教育等の各種施策の円滑な連携により、在宅支援の充実、就学支援を含めた

教育支援体制の整備等の一貫した総合的な取組を推進します。 

〇奈良県発達障害者支援センター等との連携による地域支援・専門的支援を強化しつつ、地域の障

がい児等特別な支援が必要な子どもとその家族等に対する支援の充実に努めます。 

 

【具体的事業】 

整理 

番号 
事業名 事業内容 担当部署 

11 
各種サービスにおけ

る受け入れの推進 

認定こども園で、現在受け入れている園児の

うち、約１割が支援の必要な子どもたちで

す。 

保育サービスに関する障がい児の受け入れ

を図ります。 

こども未来課 

12 
児童発達支援センタ

ーの設置の検討 

専門的な知識や支援が必要な障がい児や家

族の相談などを行う地域の中核的な療育支

援の場所であり、より身近な場所で支援を受

けられるよう総合的な相談支援体制の整備

を検討します。西和圏域にて１カ所設置を目

標として協議しています。 

福祉政策課 
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【具体的事業】（つづき） 

整理 

番号 
事業名 事業内容 担当部署 

13 
子どもの人権につい

ての啓発・教育 

すべての住民が子どもの人権に対して正し

い理解を深められるよう、学校や地域と連携

を図り、人権教育を推進するとともに、あら

ゆる機会を通じて「子どもの権利条約」の内

容についての啓発や学習機会を積極的に提

供していきます。 

生涯学習課 

14 
子どもの意見を反映

する機会づくり 

子どもを対象とした各種事業については、子

どもの自主性や主体性を尊重するとともに、

子どもの意見を聞く機会を積極的に設け、子

どもの意見を取り入れながら事業を推進し

ます。 

教育総務課 

生涯学習課 
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第６章 職業生活と家庭生活との両立の推進 

仕事と生活の調和の実現については、「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」及

び「仕事と生活の調和推進のための行動指針」において、労使を始め国民が積極的に取り組むこと、

国や地方公共団体が支援すること等により、社会全体の運動として広げていく必要があるとされて

います。 

 

１．仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し 

〇仕事と生活の調和の実現へ向けて、奈良県、事業所、労働関係機関、子育て支援活動を行う民間

団体等と相互に密接に連携・協力し合いながら、事業所や地域住民へ広報等により啓発を進めま

す。 

〇仕事と生活の調和に関する企業における研修及びコンサルタント、アドバイザーの派遣などの支

援に努めます。 

〇認定マーク※（くるみん）の周知、仕事と生活の調和の実現に積極的に取り組む企業の認証・認

定や表彰制度等、仕事と生活の調和を実現している企業の社会的評価を促進します。 

 

※認定マーク（くるみん）認定：次世代育成支援対策推進法に基づき、一般事業主行動計画を策定・実施し、計

画に定めた目標を達成した場合等に、一定の基準を満たした事業主を認定する制度があります。事業主が申請

することにより、認定基準に基づき、厚生労働省（都道府県労働局長に委任）が認定をします。認定を受けた

事業主は、次世代認定マーク（愛称：くるみん）を広告、商品、求人広告などにつけ、子育てサポート企業で

あることを内外にアピールすることができます。 

 

■融資制度や優遇金利の設定、公共調達における優遇措置等による、仕事と生活の調和の実現に積

極的に取り組む企業における取組の支援 

 

■保育ニーズに対応したサービスの提供 

○保育所での受け入れを拡大するとともに、新たに病後児保育や休日保育の提供など、保育サービ

スの拡充に努めます。 

 

■保育ニーズの質の向上 

○保育ニーズの多様化に対応するため、認定こども園において、教育・保育の一体化による充実し

た保育サービスの提供に努めます。 

 

■子育てと仕事の両立支援 

○男女共同による子育て支援のために、男女が互いに子育ての責任を分かち合い、性別に関わりな

く、その個性と能力を十分に発揮し、共に子育てに取り組むことができる地域社会の実現をめざ

します。 
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２．仕事と子育ての両立支援 

 

【具体的事業】 

整理 

番号 
事業名 事業内容 担当部署 

15 
各種関係法令、支援

制度の普及啓発 

育児・介護休業法及び次世代育成支援対策推

進法等関係法令の周知・啓発に努めます。ま

た、育児のために退職した人が、再就職を希

望する場合の支援・援助事業などが利用でき

るよう制度の啓発に努めます。 

庁内関係各課 

16 
多様な働き方の実現

に向けた啓発 

すべての人が、仕事時間と生活時間のバラン

スがとれる多様な働き方を選択できるよう、

働きやすい環境づくりや労働時間の短縮・弾

力化に向けての啓発活動に努めます。 

庁内関係各課 

17 
男女共同参画意識の

普及 

各種団体とのネットワーク化や人材育成、広

報やフォーラムなどによる意識啓発など、多

様な事業を展開します。特に、男性の意識改

革や子育て参加につながる内容などを積極

的に盛り込み、男女共同参画による子育てを

推進します。 

住民福祉課 

18 
男女共同参画による

子育ての促進 

妊婦の配偶者・乳幼児の養育者に対して妊婦

届け時や予防接種、乳幼児健診等の場面で父

親の育児参加を促していきます。 

保健センター 

19 町立認定こども園 

「かがやきの森こども園」の定員は、199

名です。 

時間外保育事業（延長保育事業）・一時預か

り事業なども併設します。 

こども未来課 

20 産後ケア事業 

出産後の心身ともに不安定な時期にあって

支援が必要な母子に対して心身のケアや育

児のサポートを行います。 

保健センター 

21 学童保育時間の延長 
こども園と同時刻まで保育できるよう、学童

保育時間を 19 時まで延長しています。 
子育て健康課 
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第７章 次世代育成支援行動計画等の事業 

１．地域における子育て支援 

地域における子育ての相互扶助体制を確立して、柔軟な保育サービスの推進を図るとともに、保

護者同士や多世代間の交流などを促進し、子育てへの不安や負担感の解消などを進めます。 

また、ニーズに対応した保育所等の保育サービス項目や内容の充実を、他市町村などとの連携も

図りつつ進めます。 

 

（１）地域における子育て支援の充実 

 

【具体的事業】 

整理 

番号 
事業名 事業内容 担当部署 

22 

子育て短期支援事業

（ショートステイ事

業） 

保護者の疾病、疲労その他の身体上若しくは

精神上又は環境上の理由により家庭におい

て児童を養育することが一時的に困難とな

った場合に、実施施設において養育・保護を

行います。 

子育て健康課 

23 

子育て短期支援事業

（トワイライトステ

イ事業） 

保護者が仕事やその他の理由により、平日の

夜間又は休日に不在となり家庭において児

童を養育することが困難となった場合や、そ

の他の緊急の場合に、実施施設においてその

児童を保護し、生活指導や食事の提供等を行

います。 

子育て健康課 

24 
地域子育て支援セン

ターの充実 

子育て相談、交流会の開催、子育て情報の提

供などの機能拡充を図ります。 

子育て健康課（地域

子育て支援センター） 

25 情報提供 

県等が実施する子育てセミナーなどの情報

提供、子どもたちを地域で守る意識の高揚と

見守り参加への定期的な呼びかけを行いま

す。 

子育て健康課 

26 

ホームページ、掲示

板等での子育て・子

育ち関連情報の提供 

子育て・子育ちに関する総合的な情報提供を

行います。 
子育て健康課 

27 
子育て版 生活支援

体制整備の検討 

困ったときに気軽に声を掛け合い助け合え

るそんな地域になれるようそれぞれの困り

ごとの支援を地域の皆が協力しあえる体制

整備の充実。 

子育て健康課 
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（２）保育サービスの充実 

 

【具体的事業】 

整理 

番号 
事業名 事業内容 担当部署 

28 通常保育事業 

現行通りの時間帯（8 時 30 分～16 時 30

分）で、定員の弾力化により、利用定員を超

えて受け入れを実施します。 

こども未来課 

29 
病児・病後児保育事

業 

病児保育は土庫こども診療所、病後児保育は

田原本町へ、委託等により実施します。 
こども未来課 

30 延長保育事業 
延長保育のニーズに対応できるよう、延長保

育（18 時～19 時）を実施します。 
こども未来課 

31 
講座やイベント開催

時での一時預かり 

町主催の講座やイベント等での子どもの託

児を行います。 

講座やイベント担当

課 

32 
保育所サービス評価

の実施 

利用者の意見を聴取し、保育所の運営に反映

していきます。 
こども未来課 

33 

良好な保育所運営の

ための保育士等の定

期的な意見集約 

現場で子どもと接している保育士からみた

運営面に対する定期的な意見を集約し、その

対応を図ります。 

こども未来課 

34 職員研修の充実 
認定こども園の職員研修による保育内容の

充実を図ります。 
こども未来課 

35 
認定こども園での未

就園児の交流事業 

認定こども園での未就園児とその保護者を

対象とした交流会を開催します。 
こども未来課 

36 
保育所の適正配置の

検討 

園児数の動向等に配慮しつつ検討委員会を

設置し、適正配置等を検討します。 
こども未来課 

37 
認定こども園での預

かり保育 
認定こども園での預かり保育を実施します。 こども未来課 

 

（３）子育て支援のネットワークづくり 

 

【具体的事業】 

整理 

番号 
事業名 事業内容 担当部署 

38 つどいの広場事業 

乳幼児と保護者の交流会などを発展させ、週

３日以上の開催を原則とし、０～３歳児とそ

の保護者を対象とするつどいの広場を設置

し、乳幼児と保護者の交流を図ります。豆山

の郷で週４日開設しています。 

子育て健康課（地域

子育て支援センター） 

39 

（要検討） 

子育て支援総合コー

ディネート事業 

多様な子育て支援サービスに関する情報等

を把握し、保護者への情報提供や利用援助を

実施するコーディネーターを配置します。 

コーディネーターは、研修等によって知識情

報をあらかじめ熟知しておきます。 

子育て健康課（地域

子育て支援センター） 
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２．母子並びに乳幼児の健康の確保及び増進 

すべての子どもの健やかな成長のために、思春期、妊娠、出産から乳幼児期を通じて母子の健康

確保や育児不安の軽減、食育の推進、小児医療の充実などを進めます。また、各種相談や情報提供

の充実とともに、子育て支援の総合窓口を明確にしつつ、子育てに悩む保護者が相談しやすく、子

育て支援に関わる人々の活動しやすい体制づくり・ネットワークづくりを進めます。 

 

（１）子どもや母親の健康の確保 

 

【具体的事業】 

整理 

番号 
事業名 事業内容 担当部署 

40 妊婦健康診査 

妊娠届出時に受診券を交付して実施します。

令和７年度から１人 11 万円の助成を実施

します。 

保健センター 

41 妊婦訪問 

妊婦の心身の健康や出産の不安の軽減への

支援を保健師で行います。 

助産師による支援も実施しています。 

保健センター 

42 
育児不安軽減や発達

支援の家庭訪問 

保健師や栄養士等により訪問します。出生児

全数で実施します。 
保健センター 

43 
乳幼児相談・発達相

談・電話相談 

乳幼児に対し、保健センターと令和 7 年度

からは公民館でそれぞれ月 1 回の乳幼児相

談を行います。 

幼児の発達相談を行います。 

保健センターでの電話による相談を行いま

す。 

保健センター 

44 各種相談事業 

地域子育て支援センターで随時子育て相談

を行います。（再掲） 

子育て健康課（地域

子育て支援センター） 

教育委員会総務課で随時教育相談を行いま

す。（再掲） 
教育総務課 

女性・子ども DV 問題電話相談を行います。 住民福祉課 

月１回、人権・行政心配ごと相談を行います。 総務課 

45 母子健康手帳の交付 

妊娠した母親への母子健康手帳を交付しま

す。交付時に面談し、プランの策定を行い、

係内でのミーティングにより切れ目のない

支援につなげます。 

保健センター 

46 
マタニティプチサロ

ン 

妊婦を対象として、個人に合わせた対応を行

い、沐浴などの個別指導を実施します。 
保健センター 

47 乳幼児等健診の充実 

乳児健診、1 歳 6 か月健診、3 歳６か月児

健診、虫歯予防検診を実施します。各健診の

受診率 100％を目指すとともに、ニーズに

対応した健診を検討します。 

保健センター 
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【具体的事業】（つづき） 

整理 

番号 
事業名 事業内容 担当部署 

48 
乳幼児相談の活用促

進① 

月２回の乳幼児対象の相談（保健師・栄養士

は毎回、歯科衛生士・助産師は 2 か月に 1

回）を実施します。健診後のフォロー機能と

しても活用を図ります。 

保健センターと令和７年度からは公民館で

実施します。 

保健センター 

49 
乳幼児相談の活用促

進② 

虫歯予防検診時のフッ素塗布、歯みがき指導

を行います。 

健診後のフォロー機能としても活用します。 

保健センター 

 

（２）「食育」の推進 

 

【具体的事業】 

整理 

番号 
事業名 事業内容 担当部署 

50 マタニティ相談 

妊婦電話相談や保健センターでの相談によ

り、妊娠中の健康的な食生活の知識につい

て、個別に対応します。 

保健センター 

51 離乳食教室 
離乳食を通した乳児期からの食育の必要性

の学習を行います。 
保健センター 

52 
子育てママ食育サロ

ン 

楽しく作る・食べる体験を通して「食育」の

大切さの普及啓発を図ります。 
保健センター 

53 
食生活推進研究員に

よる食育活動 

離乳食教室において、食育推進を図ります。

生涯学習課実施の「親と子の料理教室」や「食

の教室」での食育推進を実施します。ご近所

に食育伝達活動を行います。 

保健センター 

生涯学習課 

 

（３）思春期保健対策の充実 

 

【具体的事業】 

整理 

番号 
事業名 事業内容 担当部署 

54 
性に関する正しい知

識の普及 

小学校・中学校の保健の授業を通して、性に

対する正しい知識の普及を図ります。 
教育総務課 
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（４）小児医療等の充実 

 

【具体的事業】 

整理 

番号 
事業名 事業内容 担当部署 

55 休日・夜間診療 

広域７町で設置した三室休日応急診療所で

対応します。広域７町の病院輪番制による平

日夜間と二次救急を継続して実施します。 

橿原市深夜救急・産婦人科救急などの負担金

等で事業を実施します。また、長期休日の場

合、ホームページに開院の医療機関等の情報

を掲載します。 

保健センター 

56 
小児医療に関する情

報提供 

休日夜間救急連絡先、応急処置方法などの奈

良県ホームページを活用した情報提供を行

います。 

保健センター 
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３．子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備 

幼児教育や学校教育の充実とともに、家庭教育への支援、人材、自然、歴史などの地域資源を活

用した多様な学習・体験活動の充実、青少年の地域活動への参画促進などにより、人間性豊かな子

どもたちの育成に努めます。また、命の大切さや心と体についての学習、中学生等と乳幼児とのふ

れあい機会の拡充などにより、子育ての意義や大切さについての啓発を進めます。 

 

（１）子どもの生きる力の育成に向けた学校の教育環境等の整備 

 

【具体的事業】 

整理 

番号 
事業名 事業内容 担当部署 

57 幼児教育の充実 

認定こども園での乳幼児期の発育段階に応

じた適切な教育に努めるための研修等を実

施します。また、地域の人材の活用などによ

る教育の充実を図ります。 

こども未来課 

58 学校教育の充実 

学習指導要領に基づきつつ、地域の人材や自

然、歴史等の資源も活かした学校教育の充

実、教職員の研修等の充実を図ります。 

教育総務課 

59 
スクールカウンセラ

ー設置事業 

スクールカウンセラーを中学校区に配置し

ます。（再掲） 
教育総務課 

60 学校評議員制度 

特色ある学校教育と開かれた学校づくりを

行うため、校長が保護者や地域の方々の意見

を幅広く聞く制度を実施します。 

教育総務課 

61 
小中学校における心

と体の学習の充実 

成長段階に応じた命の大切さや心と体と性

の問題についての適切な知識や態度を身に

つけるため、専門家やキャリア教育による講

座を導入し、保健学習の充実を図ります。 

教育総務課 

 

（２）家庭や地域の教育力の向上 

 

【具体的事業】 

整理 

番号 
事業名 事業内容 担当部署 

62 家庭教育の充実 
PTA により、家庭教育講演会を計画し実施

しています。 
生涯学習課 

63 
わんぱくスポーツ教

室 

小学３～６年生を対象とした、卓球、バドミ

ントンの教室を開催します。 
生涯学習課 

64 かわいすな丸合宿 

町内の小学５・６年生を対象に、学校ではな

く地域において体験活動やワークショップ

を通して楽しく学び合い他世代と大人たち

と交流を深めることを目的に開催。 

かわいすな丸合宿実

行委員会 



第７章 次世代育成支援行動計画等の事業 

83 

【具体的事業】（つづき） 

整理 

番号 
事業名 事業内容 担当部署 

65 
子育て支援図書充実

事業 

図書の充実、団体貸出などによる読書の促進

を図ります。 
生涯学習課 

66 おはなし会 

ボランティアによる読み聞かせを行います。 

絵本の会等の新たなボランティアを募集し

ます。 

生涯学習課 

67 絵本との出会い事業 

乳幼児健診時に保護者に対しての絵本の贈

与や図書館案内などを行います。 

今後、新たな読み聞かせボランティアが増

え、事業を継続できるように支援します。 

子育て健康課 

68 親と子の体験教室 

小学１～３年生の親子を対象とした、親子の

ふれあい、自然体験やものづくりなどにより

知的好奇心や楽しさを伝える教室を開催し

ます。 

生涯学習課 

69 かわい寺子屋教室 

小学４年生～中学３年生を対象とした、世代

間交流や様々な生活体験、自然体験により心

の豊かさを育む教室を開催します。 

生涯学習課 

70 
放課後子ども教室推

進事業 

小学生の放課後の居場所を確保し、様々な教

室を開催します。 

社会情勢やニーズの変化も考えられること

から、今後、実施対象地区を検討します。 

生涯学習課 

71 
中学生の乳幼児ふれ

あい体験 

体育大会への園児の招待、中学３年生の家庭

科授業を通して園児とのふれあいを体験し

ます。また、中学 2 年生の職業体験での保

育士体験を実施します。 

教育総務課 

72 スポーツ出前教室 

子どもたちのスポーツ離れ防止のため、学校

体育と生涯スポーツの連携充実により実施

を検討します。 

体育協会により、学校での交流・指導の自主

的な継続を支援します。 

生涯学習課 

73 中高生 Fellow 

大人に匹敵する中高生の力を地域活動につ

なげるため、参画を促進します。 

中高生 Fellow を募集し、中高生の自発的な

活動を促進します。中高生 Fellow と地域ボ

ランティア等をつなぐことで地域力の向上

を図り、健やかな成長に資する教育環境の整

備を図ります。 

生涯学習課 
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４．子育てを支援する生活環境の整備 

 

（１）良好な住宅の確保 

 

○公民連携による空き家等の利活用の促進など、地域の生活環境の保全を図ります。 

 

（２）安全な道路交通環境の整備 

 

【具体的事業】 

整理 

番号 
事業名 事業内容 担当部署 

74 
交通安全施設設置補

修等事業 

交差点における交通安全施設、ガードレール

やカーブミラー、道路区画線等の交通安全施

設の設置と補修を図ります。 

建設課 

 

（３）安心して外出できる環境の整備 

 

【具体的事業】 

整理 

番号 
事業名 事業内容 担当部署 

75 
公共施設等のバリア

フリー化 

トイレの改善や授乳コーナーの設置などを

図ります。 

庁舎内各トイレにおむつ換えのベッドやベ

ビーチェアを設置しています。 

総務課 

 

（４）安全・安心まちづくり等の推進 

 

【具体的事業】 

整理 

番号 
事業名 事業内容 担当部署 

76 

小中学校の運動場や

体育館、広場等の開

放 

土日祝日に運動場と体育館を開放します。 生涯学習課 
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５．子ども等の安全の確保 

子どもを犯罪等の被害から守るため、引き続き交通安全面も含めた登下校時の安全確保とともに、

「こども 110 番の家」の旗設置継続、ボランティアによるパトロール活動など、地域ぐるみで見

守り活動に取り組みます。 

 

（１）子どもの交通安全を確保するための活動の推進 

 

【具体的事業】 

整理 

番号 
事業名 事業内容 担当部署 

77 交通安全運動の実施 新入学児童に対する安全教室を開催します。 危機管理課 

78 
子どもたちの登下校

時の安全確保の充実 

通学路の安全点検を行い、立哨等を地域の方

や保護者（PTA）、見守りボランティア、各

種関係機関と共に連携し、安全確保を図りま

す。 

危機管理課 

教育総務課 

生涯学習課 

 

（２）子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進 

 

【具体的事業】 

整理 

番号 
事業名 事業内容 担当部署 

79 

自主的防犯組織の育

成やパトロールの促

進 

ボランティアによるパトロール活動などを

行います。 
危機管理課 

80 子ども 110 番の家 

子どもたちを犯罪の被害から守るために、警

察はもとより、地域住民・学校関係者・各種

ボランティアの方々が連携して、子どもたち

が安全に暮らせる環境作りを推進し、地域社

会で子どもたちを守る体制を推進します。 

生涯学習課 

81 
認定こども園、小中

学校での防犯対策 

防犯カメラの設置、施錠の徹底、定期的な点

検や訓練を実施し、職員等の意識啓発を図り

ます。 

危機管理課 

こども未来課 

教育総務課 

82 防犯灯設置補修事業 
危険箇所等への防犯灯の設置や補修を図り

ます。 
危機管理課 

83 
子どもたちへの防犯

指導 

防犯ベルの使い方の徹底など、子どもへの防

犯指導を行います。 
危機管理課 

84 防犯ブザーの配布 新小学１年生に配布します。 教育総務課 

85 
地域安全に関する連

絡調整会議の設置 

生活安全推進協議会や大字・自治会、老人会、

学校、警察などによる連絡調整会議の設置を

検討します。 

庁内関係各課 
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第８章 計画の推進体制 

■河合町子ども・子育て会議による計画の評価・点検 

●「ＰＤＣＡサイクル」の手法により、計画の進行管理を行います。 

●それぞれの施策の PLAN（計画）・DO（実施）・CHECK（評価）・ACTION（改善）を繰り返

して、継続的に改善・見直しを図ります。 

●計画の進行管理においては、河合町子ども・子育て会議での審議により、計画の評価・点検を

行います。 

 

■図表：推進体制のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■河合町のすべての人が主体となって計画に取り組む 

●子ども・保護者・地域の視点に立ち、社会全体が連携して計画を推進します。（※第１部第３章

「２．基本的な視点」参照） 

●計画の推進においては、家庭・企業・地域などと、行政とが連携して、子育て施策を総合的に

推進します。 

ＤＯ 

（実施） 

●実績を把握 

ＣＨＥＣＫ 

（評価） 

●子ども・子育て会議 

ＡＣＴＩＯＮ 

（改善） 

●目標等を見直し 

ＰＬＡＮ 

（計画） 

●目標等を設定 



 

87 



資料編  

88 

 

 

 

 

 

資料編 
 

 



資料編 

89 

河合町子ども・子育て会議委員名簿 

 

（順不同、敬称略） 

氏 名 所 属 備 考 

東 孝信 白鳳短期大学 副学長 会長 

松村 公世 小学校関係者 第二小学校校長 副会長 

井狩 宏幸 かがやきの森こども園（公立保育所）保護者代表  

常本 有紀 学校 PTA 代表  

原井 栄一 かがやきの森こども園（公立保育所）園長  

矢谷 麻樹 西大和保育園関係者 園長  

池原 真智子 河合町要保護児童対策地域協議会会長  

松岡 伸夫 民生児童委員代表  

服部 和揮子 河合町住民代表  

杦本 貴司 河合町議会議員  

森田 太津子 高田こども家庭相談センター所長  
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○河合町子ども・子育て会議設置条例 

 

平成 25 年 12 月 24 日 

条例第 18 号 

(設置) 

第 1 条 子ども・子育て支援法(平成 24 年法律第 65 号)第 77 条第 1 項の規定に基づく審議会その他の合議制の機関

として、河合町子ども・子育て会議(以下「会議」という。)を置く。 

(所掌事務) 

第 2 条 会議は、子ども・子育て支援法第 77 条第 1 項に規定するもののほか、町長の諮問に応じて、本町の子ども・

子育て支援に関する重要事項について調査審議する。 

(組織) 

第 3 条 会議は、委員 15 人以内で組織する。 

2 委員は、次に掲げる者のうちから町長が委嘱する。 

(1) 子どもの保護者 

(2) 子ども・子育て支援に関する事業に従事する者 

(3) 子ども・子育て支援に関し学識経験のある者 

(4) その他町長が適当と認める者 

(任期) 

第 4 条 委員の任期は、2 年とし、再任されることを妨げない。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任

期は、前任者の残任期間とする。 

(会長及び副会長) 

第 5 条 会議に会長及び副会長を置き、委員の互選によってこれらを定める。 

2 会長は、会議を総理し、会議を代表する。 

3 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

(会議) 

第 6 条 会議は、会長が招集し、会長が議長となる。ただし、会長が互選される前に招集する会議は、町長が招集す

る。 

2 会議は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

3 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。 

(関係者の出席等) 

第 7 条 会長は、会議において必要があると認めるときは、関係者の出席を求めてその意見若しくは説明を聴き、又

は関係者から必要な資料の提出を求めることができる。 

(庶務) 

第 8 条 会議の庶務は、福祉部子育て健康課において処理する。 

 (委任) 

第 9 条 この条例に定めるもののほか、会議の運営に関して必要な事項は、会長が会議に諮って定める。 

附 則 

(施行期日) 

1 この条例は、公布の日から施行する。 

(特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正) 

2 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例(昭和 31年 11月河合村条例第 46号)の一部を次の

ように改正する。 

〔次のよう〕略 
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河合町子ども・子育て会議傍聴規則 

 

（目的） 

第１条 この規則は、河合町子ども・子育て会議（以下「会議」という。）の傍聴に係る手続き、尊種事項その他必

要な事項を定めることを目的とする。 

（傍聴者の定員） 

第２条 傍聴者の定員は、７名の先着順とする。ただし、会長は会議開催会場（以下「会場」という。）の都合によ

り定員を変更することができる。 

（傍聴の手続き） 

第３条 会議を傍聴しようとする者は、所定の場所で傍聴者受付簿に自己の住所及び氏名を記入しなければならない。 

（会場に入ることができない者） 

第４条 ポスター、ビラ、拡声器の類を持っている者のほか、会議の進行を妨害し、又は周囲に迷惑を及ぼす恐れが

あると認められる者は、会場に入ることができない。又、これらの所持を申告せず入場した者に対しては、会長が

退場を命じることができる。 

（傍聴者の尊種事項） 

第５条 傍聴者は、会議を傍聴するときは、次の事項を守らなければならない。 

（1）会議開催中は、静粛に傍聴し、拍手その他の方法により可否を表明しないこと。 

（2）騒ぎ立てる等、会議を妨害しないこと。 

（3）携帯電話等無線機器の電源を切ること。 

（4）飲食又は喫煙を行わないこと。 

（5）会長の許可なく写真撮影、録画、録音を行わないこと。 

（6）その他会議の秩序を乱し、又は会議の支障となる行為をしないこと。 

（傍聴者の退場） 

第６条 傍聴者は、会長が傍聴を認めない項目を検討するときは、直ちに会場から退場しなければならない。 

（会長の指示） 

第７条 傍聴者は、会長の指示に従わなければならない。 

（違反に対する措置） 

第８条 傍聴者が、この規則の規定に違反していると認められる場合は、会長は、傍聴者に対して必要な措置を講ず

ることができる。 

２ 傍聴者が前項の規定による命令に従わないときは、会長は、その者に対して会場から退場を命ずることができる。 

（委任） 

第９条 この規則に定めるもののほか、会議の傍聴に関し必要な事項は会長が定める。 

附 則 

この規則は、平成２６年１０月２３日から施行する 
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第３期河合町子ども・子育て支援事業計画策定経緯 

 

期 日 委員会等 内 容 

令和 5 年 11 月 10 日 
第１回河合町子

ども・子育て会議 

【議事】 

●子ども・子育て支援行動計画の実績及び今

後について 

●子育てニーズ調査（アンケート調査）につ

いて 

●その他 

令和 6 年１月 23 日～ 

２月 9 日 

子育て支援に関

するニーズ調査 

【調査概要】 

●調査対象 ：河合町内在住の「就学前児童」 

「小学生児童」のいる家庭 

●配布数  ：就学前児童 375 件 

小学生児童 528 件 

●有効回収数：就学前児童 252 件 

小学生児童 362 件 

令和 6 年 7 月 5 日 
第２回河合町子

ども・子育て会議 

【議事】 

●ニーズ調査の結果報告について 

●その他 

令和７年４月１５日 
第３回河合町子

ども・子育て会議 

【議事】 

●子ども・子育て支援事業計画素案について 

 

令和７年４月２１日～ 

５月２日 

パブリック・コメ

ント 

【実施概要】 

●子ども子育て支援事業計画の意見募集 
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報告第１号 
 
 
 

令和６年度河合町一般会計予算繰越明許費繰越計算書の報告について 
 
 
 

地方自治法施行令第１４６条第２項の規定により、令和６年度河合町一般会計予

算繰越明許費繰越計算書を別紙のとおり調製したので報告します。 
 
 
 

令和 ７年 ６月 ６日 
 
 
 

河合町長  森 川 喜 之 
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報告第２号 
 
 
 

権利放棄の報告について 
 
 
 

河合町債権管理条例第７条の規定により放棄した債権について、別紙のとおり報

告します。 
 
 
 

令和 ７年 ６月 ６日 
 
 
 

河合町長  森 川 喜 之 
 





河合町上水道料金 債権放棄に係る報告 

 
 
１．放棄した債権の名称、発生年度、額、件数及び理由 
 

 放棄した債権の名称 発生年度 額 件数 理由 
１ 水道料金 平成２９年度 １２８，８４０円 ３０件 破産 
２ 水道料金 令和 ５年度 ５８，１８０円 ８件 破産 
３ 水道料金 令和 ２年度 ４８，８４０円 ３７件 破産 
４ 水道料金 平成２９年度 ６，６３０円 ５件 倒産 

 
 
２．放棄した理由 
 
〇河合町債権管理条例第６条第１項第３号 ４件（破産：３件 倒産：１件）  
・破産法（平成１６法律第７５号）第２５３条第１項、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）

第２０４条第１項その他法令の規定により、債務者が当該債権について、その責任を免れたとき。 




